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社是
行動規範

経営ビジョン

革新的な技術と実行力で、
社会課題を解決する

「ソリューションイノベーター」

グループ中期経営計画
（2022～2024 年度）

編集方針
当社は企業価値を中長期の視点でご理解いただくために経営戦略、事業環境、ESG
（環境・社会・ガバナンス）、財務情報などを一体的にお伝えする統合報告書として、
2019年度より「TKKレポート」を年次発行しています。作成にあたっては、IFRS財
団の「国際統合報告フレームワーク」などを参照しています。より分かりやすいレポー
トへと改善を図るため、読者の皆様からご意見をお寄せいただければ幸いです。

見通しに関する注意事項
本レポートに記載の内容のうち、トーヨーカネツ（株）（以下、当社）および当社
グループの将来に関する計画や戦略、業績に関する予想および見通しは、現時
点で把握可能な情報から得られた当社および当社グループの判断に基づいて
います。実際の業績は、事業に関わるリスクや様々な不確定要因により、これら
の見通し等と大きく異なる結果になり得ますことをご承知おきください。

2023年度決算の詳細については、有価証券報告書をご覧ください。
https://www.toyokanetsu.co.jp/ir/securities.html

その他の投資家向け情報については、当社ウェブサイトをご覧ください。
https://www.toyokanetsu.co.jp/ir/

社是

わが社は 常にすすんで よりよきものを造り 社会のために奉仕する

期待を超える実行力で、
未来を支えるチカラになる

（2022～2024 年度）（2022～2024 年度）

ACTION FOR
THE FUTURE

未来の物流システムを
支えるチカラになる

物流ソリューション

ACTION FOR
NEXT LOGISTICS 

社会インフラを
支えるチカラになる

プラント

ACTION FOR
INFRASTRUCTURE

エネルギーの未来を
支えるチカラになる

次世代エネルギー開発

ACTION FOR
NEXT ENERGY

サステナブルな社会を
支えるチカラになる

みらい創生

ACTION FOR
SUSTAINABILITY

トーヨーカネツグループ行動規範 5原則
•法令・ルールの遵守
•社会に対する責任
•誠実で公正な事業活動の遵守
•倫理的行動の遵守
•健全な職場環境の整備

概要はP15をご参照ください。 
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社会インフラを支え続ける事業

豊富な実績が培った 技術力

お客様に寄り添うベストソリューション

社会課題の解決を通じた 価値創造
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事業を支える基盤

企業風土
社会への貢献意識の高さ

コーポレート・ガバナンス
透明性の高い業務運営

革新的な技術と実行力で、社会課題を解決する「ソリューションイノベーター」

財務資本

知的資本

人的資本

製造資本

（2023年度実績）

技術革新と
ソリューション力による
物流現場の省力化・
無人化の実現

エネルギー使用量
（原油換算） 915kL
水使用量 9,900m3

自然資本

グループ会社 10社
　うち海外子会社 2社
多様なステークホルダー
との協働・連携の推進

カーボンニュートラルの
実現に寄与する

社会インフラ技術の提供

社会・関係資本

研究開発費 4.7億円
保有特許件数 214件

多様でサステナブルな
生活環境づくりの実現

安心・安全で
働きやすい魅力ある
職場環境の提供

（2023年度実績）

従業員数（連結） 1,157人
年間研修費用 4,727万円

設備投資 16.8億円

総資産 678億円
株主資本 358億円

物流ソリューション
事業

プラント事業

次世代エネルギー
開発事業

みらい創生事業

事業 強み

お客様に寄り添う
ベストソリューション

1

社会課題の
解決を通じた 
価値創造

4

リューション

社会インフラを
支え続ける事業

2

豊富な実績が培った 
技術力

3

A 事業を通して解決し
企業価値向上を目指す課題

C

トーヨーカネツグループのマテリアリティ

B 持続的な企業価値向上の
ために取り組む課題

　  ・       の
前提となる課題

A B

わが社は　常にすすんで　よりよきものを造り　社会のために奉仕する社是

経営ビジョン

少子高齢化
の進行

生産・
労働人口の減少

次世代
エネルギー
への転換

カーボン
ニュートラルの
実現に向けた
機運の高まり

生活環境リスク
への関心

生活環境変化
がもたらす
自然環境
などへの影響

労働環境
への関心

労働安全衛生
の確保

OUTPUT

株主への還元

配当総額 17.9億円
1株当たり配当金 229円
配当性向 50.2％

成長のための収益力

売上高 537億円
営業利益 30.9億円
営業利益率 5.7%
ROE 9.4%

人材確保と多様性強化

女性管理職比率 8.3%
キャリア採用者管理職比率
 37.5%
有給休暇取得率 76.5%
（2023年度取得目標：新規付与
日数の70%）

環境負荷の抑制

GHG排出量
　Scope1 2,292t-CO2e
　Scope2 1,371t-CO2e
GHG排出削減量

1,613t-CO2e
（2019年度比）

INPUT

トーヨーカネツグループのビジネス モデル 

取り巻く社会環境 創出している価値

P18‒19へ

P20‒21へ

P22‒23へ

P24‒25へ

P26‒29へ

イントロダクション
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代表取締役社長

େ࿨ా�ೳ࢙

この2年間の成果をいかんなく発揮し、
「未来に向けた成長路線の確立」に取り組む
����೥౓ͷৼΓฦΓ
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͕ച্ɺརӹͱ΋ʹݗҾ͠·͕ͨ͠ɺλϯΫϝϯ

ςφϯεΛ͏ߦϓϥϯτۀࣄ΋૿ऩ૿ӹͱͳΓɺ

Γ·ͨ͠ɻ͕ܨʹ্޲੷ۀ

ɹੈ࣍୅ΤωϧΪʔ։ൃۀࣄ͸ɺΧʔϘϯχϡʔ

τϥϧࣾձʹ͚ͨ޲େܕӷԽਫૉஷଂλϯΫ։

ൃͳͲʹऔΓ૊ΜͰ͓Γɺ現࣌఺Ͱ͸ઌߦ౤ࢿͷ

εςʔδʹ͋Γ·͢ɻ

ɹΈΒ͍૑ੜۀࣄͰ͸άϧʔϓձࣾ4͕ࣾͱ΋ʹ

૿ऩͰ͕ͨ͠ɺࢢ৔͕֦େ͍ͯ͠ΔΞεϕετௐ

ࠪɾ෼ੳͳͲʹ͓͍ͯنۀࣄ໛֦େʹ͚ͨ޲ਓࡐ

౤ࢿΛͨͬ͜ߦͱʹΑΓݮӹͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ɹ͜ͷ2年ؒɺதجܭຊํ਑ʮະདྷʹ͚ͨ޲੒௕

࿏ઢΛཱ֬͢Δʯͨ Ίʹɺࢢ৔ڥ؀ͷҟͳΔ෺ྲྀ

ιϦϡʔγϣϯɺϓϥϯτɺੈ࣍୅ΤωϧΪʔ։

ൃɺΈΒ͍૑ੜͷ4ۀࣄ΁ͷϦιʔε഑෼ͳͲͰ

ৗʹϕετͳόϥϯεΛͱΔ͜ͱʹऔΓ૊ΜͰ

͖·ͨ͠ɻ

ɹࣾ௕ब೚1年໨͸ɺ಺෦ʹ໨Λ͚޲ձࣾશମΛ

ۀاԽ͢ΔϓϩδΣΫτʹ஫ྗ͠ɺ2年໨͸ੑ׆

Ձ஋্޲Λ໨͠ࢦ֎෦ʹ౰ࣾͷ現گ΍ະདྷ΁ͷࢪ

ʹऔҾॴ݊ূژΛൃ৴͖ͯ͠·ͨ͠ɻ·ͨɺ౦ࡦ

ΑΔʮࢿຊίετ΍גՁΛҙࣝͨ͠ܦӦͷ࣮現ʹ

ඪࢦӦܦରԠʯͷཁ੥ʹԠ͑Δ΂͘ɺ࿈͚݁ͨ޲

ͷ։ࣔ΍ࣗࣜגݾͷऔಘɺফ٫Λ͍ߦ·ͨ͠ɻͦ

ͷҰ୺ͱͯ͠ܦӦ্ͷେ͖ͳ՝୊ͱͯ͠ଊ͍͑ͯ

ͨ੓ࡦอ༗ࣜגͷച٫΋ਐΊɺ࿈݁७࢈ࢿൺ཰Ͱ

10�·Ͱ͠ݮ࡟·ͨ͠ɻ͞ Βʹɺ*3׆ಈΛൃ׆Խ

ͤ͞ɺ৽ͨͳऔΓ૊Έͱͯ͠தܾؒࢉઆ໌ձɺݸਓ

౤ࢿՈ͚޲આ໌ձ΍౤ࢿՈͱͷ1�PO�1ϛʔςΟϯ

άͳͲΛ௨ͯ͡ࢢ৔ͱͷର࿩΋ਐΊ͖ͯ·ͨ͠ɻ
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ɹதܭͷ࠷ऴ年౓ʹ͓͍ͯ͸ɺ3年ؒͷ੒ՌΛग़͢ͱ

ͱ΋ʹɺ͜ ͷ2年ͰมԽͨ͠֎෦ڥ؀΋౿·͑ͯظ࣍

தܭΛ͔͍ͯ͑ߟͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ

ɹ߲ࣄ౼ݕͱͯ͠·ͣ෺ྲྀιϦϡʔγϣϯۀࣄͰ͸ɺ

現࣌఺Ͱ๛෋ͳड஫࢒Λ֬อ͓ͯ͠Γ·͕͢ɺޙࠓ͸

෺ྲྀηϯλʔͷ৽ઃͷΈͳΒͣɺطଘͷηϯλʔʹ͓

͍ͯ΋ϦχϡʔΞϧͷߴʹࡍ౓ͳ࢓૊ΈΛऔΓೖΕ

Δχʔζ͕͋Δͱظ଴͍ͯ͠·͢ɻ͜ ͷΑ͏ͳมԽ

ʹਝ଎ʹରԠ͍ͯͨ͘͠Ίʹɺ౰ࣾͷϊ΢ϋ΢Λϑϧ

Δ͚ͩͰͳ͘ɺΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯʹΑΓ͢༺׆

ҰॹʹਐΉ஥ؒΛ૿΍ͯ͠৽ͨͳٕज़Λ୹ؒظͰ੡

඼Խ͠ɺ͍ ͪૣ͓͘٬༷ʹ੒ՌΛ૑ग़͢Δ͜ͱ͕ٻΊ

ΒΕ·͢ɻ౰ࣾͷιϦϡʔγϣϯΛ͔͠׆ͳ͕Βɺۀ

຿ྖҬΛ͛޿Δ͜ͱ͕ɺࢢ৔։୓ʹ͍͕ͯͬ͘ܨͱߟ

͍͑ͯ·͢ɻ

ɹ࣍ʹɺੈ࣍୅ΤωϧΪʔ։ൃۀࣄͱϓϥϯτۀࣄʹ

͍ͭͯ͸ɺΧʔϘϯχϡʔτϥϧࣾձͷ࣮現ʹ͚ͨ޲

ਫૉࣾձ΁ͷϩʔυϚοϓ͕ɺࠨʹࡦࠃӈ͞ΕΔ෦෼

΋ଟ͘ɺґવͱͯ͠ෆಁ໌ͳঢ়گʹ͋Δͱ͍ͯ͡ײ·

͢ɻͨ ͩ͠ɺӷԽਫૉΛ͸͡Ίੈ࣍୅ΤωϧΪʔ͚޲

ͷஷଂλϯΫΛѻ͏ੈ࣍୅ΤωϧΪʔ։ൃۀࣄͱݪ

༉΍-/(λϯΫͷϝϯςφϯεΛ͏ߦϓϥϯτۀࣄ

͸ΤωϧΪʔมֵͷ͜ͷظ࣌ʹ͓͍ͯ͸τϨʔυΦ

ϑͷؔ܎ʹ͋Γ·͢ɻ

தجܭຊํ਑ʮະདྷʹ͚ͨ޲੒௕࿏ઢΛཱ֬
͢Δʯͷηάϝϯト͝ͱͷਐ௙

෺ྲྀιϦϡーγϣϯ事業

ɹࠓࡢͷ෺ྲྀηϯλʔ಺ͷলਓԽɺলྗԽΛ௥͍෩ʹ

੒௕ͯ͠·͍Γ·͕ͨ͠ɺ͞ ΒͳΔ੒௕Λ໨͠ࢦॏ఺

Ͱઃఆ͠ܭऔΓ૊ΜͰ͖·ͨ͠ɻதʹࡦࢪ ʮͨۀ຿ྖ

Ҭͷ֦େʯʹ ͍ͭͯ͸ɺ౰͕ࣾಘҙͱ͢Δ&$ɺੜڠɺ

ιϦϡʔγϣ͖ͨͯ͠ڙఏʹ͚޲ɺ31-ͷ͓٬༷ߓۭ

ϯΛ౰ࣾͱͯ͠ͷ৽ࢢ৔Ͱ͋Δ੡଄ۀʹ΋͓ͯ͛޿

Γɺ࣮ ੷Λ͋ͭͭ͛ڍΓ·͢ɻ

ɹ͚ͯ޲ʹޙࠓ͸ɺطଘ૔ݿͷΦϖϨʔγϣϯͷߴ౓

Խ΍ϦχϡʔΞϧ͕૿Ճ޲܏ʹ͋Γɺ෺ྲྀηϯλʔશ

ମͷΤϯδχΞϦϯάʹ͓͚ΔࠩผԽ͕ٻΊΒΕͯ

͍Δ͜ͱɺτϥοΫυϥΠόʔͷ࿑ಇݶ੍ؒ࣌ʹؔ

ΘΔ2024年໰୊ʹ͓͍ͯɺ෺ྲྀηϯλʔ಺Ͱͷτ

ϥοΫ଺ཹؒ࣌ͷ͕ݮ࡟େ͖ͳ՝୊ͱͳ͍ͬͯΔ͜

ͱΛ౿·͑ɺτϥοΫӡߦγεςϜͱ࿈͢ܞΔ8.4

（8BSFIPVTF�.BOBHFNFOU�4ZTUFNɿ૔؅ݿཧγε

ςϜ）ͷ։ൃʹணख͠·ͨ͠ɻ

ɹΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯͱ͍͏؍఺Ͱ͸ɺੵ ʹతۃ

ύʔτφʔ੡඼Λಋೖͯ͠౰ࣾ੡඼ͱͷ༥߹ΛਤΓɺ

৽͍͠ιϦϡʔγϣϯͷఏڙΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ·

ͨɺ෺ྲྀηϯλʔ౳ͷ҆ఆՔಇʹد༩͢ΔͨΊɺ౰ࣾ

͠༺ઃͰ͋ΔΤσϡέʔγϣϯηϯλʔΛརࢪҭڭ

ٕͨज़ݚमΛఆظతʹ࣮͓ͯ͠ࢪΓ·͢ɻ

ϓϥϯト事業

ɹϓϥϯτۀࣄͰ͸ɺۀ຿ϓϩηεͷޮ཰Խ΍現৔޻

ఔͷվળΛਤͬͨ݁Ռɺ૿ ऩ૿ӹͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ɹҰํɺ՝୊͸ɺࠃ಺Ͱৗج100࣌લ͍ͯͬߦޙΔλ

ϯΫϝϯςφϯεʹܞΘΔਓࡐͷෆ଍Ͱ͢ɻͦ ͜Ͱɺ

2023年10月ʹ現৔ࣄ޻ʹਫ਼௨ͨ͠ਓࡐΛ༴͢Δ໦

ຊ（ג）ۀ࢈ΛάϧʔϓΠϯͤ͞·ͨ͠ɻઃܭ΍ϓϩ

δΣΫτ؅ཧΛ͏ߦϓϥϯτۀࣄ෦ͱࢠձࣾͰ現৔

؂ಜΛ๊͑Δ5,,ϓϥϯτΤϯδ（ג）ʹ ໦ຊۀ࢈

͕（ג） ՃΘΔ͜ͱͰɺۀ࡞ਓһΛ҆ఆతʹ֬อ͠ɺऩ

ӹج൫ΛΑΓݻڧʹ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ͍͠ݫ

ঢ়گʹ͸͋Γ·͕͢ɺ͜ ͷΑ͏ͳۀا౒ྗʹΑΓϝϯ

ςφϯεମ੍Λҡ͍ͯ࣋͠Δ͜ͱΛՁ֨ʹసՇͯ͠

͍͖͍ͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

୅ΤωϧΪー։ൃ事業ੈ࣍

ɹੈ࣍୅ΤωϧΪʔ͚޲ͷஷଂλϯΫʹ͸͍ͣΕ΋ɺ

ஷଂλϯΫܕ௿ԹஷଂλϯΫ΍֤छେۃͷ͚޲)/-

ͷ੡଄Ͱഓٕͬͨज़͕׆༻Ͱ͖·͢ɻ

ɹڀݚཱࠃ։ൃ๏ਓ৽ΤωϧΪʔɾٕۀ࢈ज़૯߹։

ͱͯ͠ख͕͚͍ͯΔɺେۀࣄͷॿ੒（%0&/）ߏػൃ

׬ӷԽਫૉஷଂλϯΫͷ։ൃ͸202�年౓຤ͷ࣮ূܕ

ྃΛ໨͠ࢦɺεέδϡʔϧ௨ΓʹਐΜͰ͍·͢ɻ

ɹҰํɺ2030年͔ࠒΒͷೲೖΛ໨ͯ͠ࢦ։ൃ͓ͯ͠

Γ·͕͢ਫૉΠϯϑϥͷ੔උ΍େܕӷԽਫૉஷଂλ

ϯΫ͕ిྗͱͯ͠ͷਫૉ׆༻ͱ͍͏Ґஔ෇͚Ͱ͋Δ

ͨΊɺਫૉࣾձ౸དྷͷϏδϣϯΛඳ͘͜ͱ͸ɺ·ͩݫ

͍͠ঢ়ͩگͱ͍ͯ͡ײ·͢ɻ

ɹ͜ͷؒʹ͍ͭͯ͸ɺΫϦʔϯΤωϧΪʔ΍ਫૉΩϟ

ϦΞͱͯ͠ظޙࠓ଴͞ΕΔΞϯϞχΞɺճऩͨ͠$02

ΛӷԽͯ͠ஷଂ͢ΔӷԽ$02ͷஷଂλϯΫ΁ͷधཁ

଴͍ͯ͠·͢ɻظʹ

ɹ͜ΕΒ͸͢Ͱʹٕज़తʹ͸ݐઃՄೳͳϨϕϧʹ͋

ΓɺϑΟδϏϦςΟελσΟͳͲͷҾ͖߹͍͸ൃ׆Խ

͓ͯ͠Γɺ࣮ ༻Խʹج͚ͨ޲ຊઃܭʹؔΘΔۀ຿΋૿

͖͍͑ͯͯ·͢ɻ

ɹͳ͓ɺ2023年౓ʹΠϯυωγΞͰԽֶ੡඼ͷܗٿ

λϯΫΛड஫͠ɺ2024年8月現在ɺಉࠃόλϜ޻৔Ͱ

߯൘ͳͲͷՃྃ͠׬͕޻ɺ現৔͕ࣄ޻ਐ͍ͯ͠ߦ·͢ɻ

ɹ౰͕ࣾಘҙͱ͢Δ௿ԹλϯΫͰ͸ͳ͍΋ͷͷɺ৽ઃ

λϯΫΛ௨༹ͯ͡઀ͳͲͷٕज़఻ঝΛਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

ΈΒ͍૑ੜ事業

ɹୈࡾͷཱ֬ۀࣄΛ໨͠ࢦɺڥ؀෼໺ͱ๷ࡂ෼໺ͷ

.�"ͳͲʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

ɹڥ؀෼໺ͷάϧʔϓձࣾ2ࣾ͸ɺΞεϕετࠪݕ΍

ௐࠪɺ෼ੳ෼໺ʹ͓͍ͯχʔζ͕͋Γɺ੒௕ͯ͠ڥ؀

͍·͢ɻ͞ ΒͳΔ.�"ʹΑΓɺػۀ࢈ցΛѻ͏τʔ

Ϥʔίʔέϯ（ג）ͱݐஙۀࣄΛ୲͏τʔϤʔΧωπ

ϏϧςοΫ（ג）ΛؚΊάϧʔϓશମͷγφδʔͷ૑

ग़ʹΑΓɺୈࡾͷபΛཱ͍֬ͨ͠ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

ɹͳ͓ɺຊதؒظܭ಺ͷྦྷܭͰ100ԯԁن໛ͷ੒௕౤

ͷ௨ΓͰ͢ɻ࣍Γɺਐ௙͸͓ͯ͠ߦΛ࣮ࢿ

ɹ෺ྲྀιϦϡʔγϣϯۀࣄͰ͸ɺ2023年�月ʹάϧʔ

ϓΠϯ͠ ڞεΫϥϜιϑτ΢ΣΞͱͷ8.4（גͨ）

ಉ։ൃ͸ॱௐʹਐ௙͓ͯ͠Γɺ৽ͨͳιϦϡʔγϣϯ

ͷఏۀ͚޲ʹڙ຿ྖҬΛ֦େ͍ͤͯ͞·͢ɻ

ɹ·ͨɺಉۀࣄͷੜྔ࢈ͷ૿େʹ൐͍ɺࠃ಺੡଄ڌ఺

Ͱ͋Δ࿨Վ޻ࢁ৔ʹୈ4޻৔ΛݐઃதͰ͋Γɺຊ年

11月ʹॡ޻ɺૢ ຿ྖҬͷ֦ۀ༧ఆͰ͢ɻকདྷͷ࢝։ۀ

େΛݟਾ͑ͨੜ্޲ੑ࢈౳ʹ͍ͭͯ͸ɺҾ͖ଓ͖ݕ

౼ɾ͍ͯٞ͠ڠ·͢ɻ

ɹΈΒ͍૑ੜۀࣄͰ͸ɺڥ؀ɾ๷ࡂ෼໺΁ͷ৽ͨͳग़

தͰ͢ɻߦɾ.�"͕ਐࢿ

த࠷ܭऴ೥౓ʹ͚ͨ޲஫ྗポΠϯト

ɹத࠷ܭऴ年౓ͷऔΓ૊Έͱͯ͠͸ɺ֤ ෦͕͜Εۀࣄ

·Ͱ΍͖ͬͯͨࡦࢪͷ੒ՌΛ਺͍ͯ͛͘͜ܨʹࣈͱ

ɻ͢·͍ͯ͑ߟ΋ॏཁͰ͋Δͱ࠷͕

ɹ現࣌఺Ͱͷݟ௨͠Ͱ͸ɺ2024年౓ͷۀ੷͸தܭͷ

໨ඪ஋ΛԼճ͍ͬͯ·͢ɻܭըͰ͸.�"Λ৫ΓࠐΜ

Ͱ͓Γ·͕͢ɺձࣾͷબఆʹ͓͍ͯ͸ɺ現在ͷάϧʔ

ϓձࣾͱͷγφδʔΛ৻ॏʹۃݟΊ͍ͯΔͨΊɺੑ ٸ

ʹਐΊΔ͜ͱ͸ආ͚͍ͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ෺ྲྀι

Ϧϡʔγϣϯۀࣄʹ͍ͭͯ͸ɺ͜ Ε·Ͱ౰͕ࣾಘҙͱ

͖ͯͨ͠ग़ՙܥͷγεςϜఏҊ͔Βɺ෺ྲྀηϯλʔશ

ମɺͦ ͯͦ͠ͷલޙ·Ͱίϯτϩʔϧ͢Δ࢓૊Έͮ͘

Γ΁ͱ͛޿Δʮۀ຿ྖҬͷ֦େʯʹ औΓ૊ΜͰ͓Γɺ

ຊ年౓ɺ8.4ͷجຊ׬͕ܗ੒͠·͢ɻೖग़ՙ͢Δτ

ϥοΫͷӡߦγεςϜͱͷ࿈ܞͳͲ෇ՃػೳΛ։ൃ

தͰɺιϦϡʔγϣϯͷ࠷దԽΛ໨8.4͠ࢦͷ׬੒

౓Λ͞Βʹ্͍͛ͯ͘ํ਑Ͱ͢ɻ
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本格着手

ʴڥ؀

ʴ๷ࡂ
�� ࡂݮ ๷ࡂɾྖࡂݮҬ

ஙݐցɾػ業࢈

Ξスϕストࠪݕ
ௐࠪɾ෼ੳڥ؀

2017年 2024年 2040年

·ͨɺڥ؀มԽͳͲʹΑͬͯमਖ਼͕ඞཁͳ಺༰Λ໌֬

ͷੑ࢈ըʹΑΔੜܭࢿຊ౤ࢿతͳਓతۃੵͭͭ͠ʹ

ɺ্͞޲ Βʹ͸ۀاՁ஋ͷ͍͖͍ͨͯ͛ܨʹ্޲ͱ

ɻͦ͢·͍ͯͬࢥ ͷਪਐʹ͋ͨͬͯ͸ɺ2041年౓ʹ

ܴ͑Δ૑ཱ100年Λݟਾ͑ͯɺएखࣾһΛؚΉଟ༷ͳ

ϝϯόʔߏ੒ͰࡦఆΛਐΊ͍ͯ͑͘ߟͰ͢ɻ

ɹ͞Βʹɺʮࢿຊίετ΍גՁΛҙࣝͨ͠ܦӦʯʹ ର

ͯ͠͸ɺಛʹ30&Λ,1*ͱͨ͠औΓ૊ΈΛਐΊ͍ͯ

͖·͢ɻ現தܭΛࡦఆͨ͠౰ॳ͸ɺτοϓϥΠϯͰ͋

Δച্Λ,1*ͱ͍ͯ͠·͕ͨ͠ɺ1#3΁ͷؔ৺͕ߴ

·Δதɺண࣮ͳۀࣄ੒௕ͱऩӹੑͷ্޲ʹΑΓ30&

Λ͞ΒʹߴΊ͍ͯ͘͜ͱ͕ɺ1#31ഒҎ্ͷ࣮現ɾҡ

ɺॏཁͳʹ࣌ɻಉ͢·͍ͯ͑ߟෆՄܽͰ͋Δͱʹ࣋

ϑΝΫλʔͰ͋ΔגՁ্ঢͷͨΊɺࢢ৔ͱͷର࿩ʹΑ

Γ஫ྗ͢ΔͳͲ*3׆ಈΛੵۃԽ͠ɺ౰ࣾͷೝ஌౓Λ

ΊΔ͜ͱʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻߴ

ɹલ年౓͸ɺ੓ࡦอ༗ࣜגͷച٫ӹ΍ࢠձࣾͷ౔஍ച

٫ӹͳͲͷಛผརӹͰ30&��4�ͱͳΓ·͕ͨ͠ɺத
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数値目標

物流・タンク
2事業に集約

創立

提供価値の
拡大による高成長

グリーン×デジタルによる
新たな環境ビジネスモデル構築

次世代エネルギー
市場への参画

収益向上
長期戦略

創立
100周年

2022

1955

1941

2024

2030

中計基本方針 未来に向けた成長路線を確立する
スローガン ACTION FOR THE FUTURE

期待を超える実行力で、未来を支えるチカラになる

市場環境と成長戦略

280.3億円
26.0億円

324.9億円
32.7億円

370.0億円
40.0億円

85.2億円
5.6億円

94.2億円
7.0億円

95.0億円
7.1億円

10.4億円
▲7.3億円

14.9億円
▲4.8億円

24.0億円
▲4.3億円

91.9億円
8.9億円

100.1億円
7.8億円

101.0億円
6.6億円

8.1億円
1.8億円

6.2億円
0.8億円

5.0億円
1.2億円

ROE 6.4% 9.4% 7%

売上高
営業利益

売上高
営業利益

売上高
営業利益

売上高
営業利益

売上高
営業利益

プラント

物流ソリューション

次世代エネルギー開発

みらい創生

その他

 詳細はグループ中期経営計画（2022～2024年度）資料をご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/pdf/2022/toyo_kanetsu_2833.pdf

みらい創生  その他

次世代エネルギー開発

プラント

物流ソリューション
メンテナンスによる

安定収益確保エネルギー変革の過渡期、
一定のタンクメンテナンス需要

カーボンニュートラル社会に向けた
次世代エネルギー形成期

気候変動や生物多様性喪失など
年々深刻化する環境問題への高い関心

労働人口減少・EC伸長で成長期、
高度化・自動化した物流システム

営業利益
（全社費用を含む）

売上高 473億円
537億円

24.9億円
30.9億円

2022年度（実績）*1 2023年度（実績） 2024年度（計画）*2

595億円

39.0億円

2024年8月
代表取締役社長

常にすすんで よりよきものを造り
社会のために奉仕する

　当社は創立84年の歩みの中で、社会が必要とする

インフラを長年支えてきました。

　創業当初の工業窯炉で培った溶接技術をタンク建

設に活かし、世界第2位のタンクメーカーに成長し、

エネルギーの安定供給を支えてきました。

　土木建設工事用コンベヤからはじまった物流ソ

リューション事業においては、大量生産時代から多品種

少量時代への移り変わりをいち早く製品に反映し、それ

にソリューションを加えて成長を遂げてきました。

　また近年では、みらい創生事業を立ち上げ、環境課

題や災害という社会課題に対応しようとしています。

　このような多様なポートフォリオの背景には、常に

先を見た事業化の歴史があったからこそ、今のトー

ヨーカネツグループがあるのだと感じています。

　この2年間で、会社とステークホルダーとの関わり

方は多様化し、社会環境は大きく変わったと感じてい

ます。この変化をチャレンジと捉え、グループ一丸と

なって乗り越えた時、トーヨーカネツはもう一回り大

きく、タフになっているものと信じています。

　本年度は中計最終年度という節目の年になります

が、この2年間の成果をいかんなく発揮して「 未来に

向けた成長路線の確立」を進め、業績に結びつけてい

く所存です。

　ステークホルダーの皆様には、引き続き、ご支援を

賜りますようよろしくお願いいたします。

次期中期経営計画の策定に向けて

　2025年度よりスタートする新たなグループ中期経
営計画（2025～2027年度）の策定に向けた活動を開
始いたしました。策定にあたっては、次期中計検討委
員会を設立の上、関連事業ごとに小委員会を組成して
おり、委員会と小委員会のメンバーは次世代のリー
ダー育成の観点により若手社員からも選任していま
す。また、策定プロセスの中で社外取締役との意見交
換会を実施しており、市場の分析や戦略の方向性など
について議論を重ねています。加えて、2019年に特
定した10項目のマテリアリティについて、グループ

を取り巻く社会環境や事業環境の変化を踏まえ見直
しを進めています。KPIや取り組み項目などについて
は、次期中期経営計画策定をさらに進めていく中で
整合性をとりながら反映させていく予定です。

小委員会での議論の様子 マテリアリティ見直しの
役員ファシリテーション

*1   2024年5月公表　　*2   2024年8月公表
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ɹ2024年౓（202�年3月ظ）͸தܦظӦܭըͷ࠷ऴ

年ͱͳΓ·͕͢ɺച্ߴ���ԯԁɺӦۀརӹ3�ԯԁ

ͱɺલ年౓ʹଓ͖૿ऩ૿ӹΛ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ਌ձࣾ

७རӹ͸28ԯԁͱલ年౓ʹൺ΂ظଐ͢Δ౰ؼʹओג

গ͍ͨ͠·͕͢ɺ͜ݮ Ε͸લ年౓ʹ্͞ܭΕͨେن໛

ͳ੓ࡦอ༗ࣜגͷച٫ӹͷ൓ಈݮͰ͋Γɺࣗڥ؀ۀࣄ

ମ͸Ҿ͖ଓ͖ݎௐʹਪҠ͢Δ΋ͷͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

ɹظ࣍தܦظӦܭը͸現在ɺࡦఆʹ׆͚ͨ޲ಈΛਐΊ

͍ͯ·͕͢ɺର৅202͕ؒظ�ʙ202�年౓ͱͳΔ͜

ͱΛ͑ߟΔͱɺ2030年౓Λݟਾ͑ͨܭըͱͳΓɺࣄ

ͳΔ͜ͱΛʹؒظ໨ඪΛ࣮現ͤ͞Δ౔୆ͱͯ͠ͷۀ

ҙࣝ͠ͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ

ɹ࿑ಇਓޱͷݮগɺ୤୸ૉࣾձͷਐలͳͲɺݟ௨͢͜

ͱ͕೉͍͠ෆ࣮֬ͳཁૉ͕ଟʑ͋Γ·͕͢ɺ༏ઌతʹ

औΓ૊Ή΂͖ϚςϦΞϦςΟͷݟ௚͠ΛؚΊɺ౰ࣾ͸

কདྷʹ͚޲ண࣮ͳาΈΛܧଓͯ͠·͍Γ·͢ɻ͜ Ε

͔Β΋օ༷ͷҰ૚ͷ͝ཧղɺ͝ Γ·͢Α͏ɺࣀԉΛࢧ

ΑΖ͓͍͍ͨ͘͠͠ئ·͢ɻ

தܦظӦܭըࡒ�຿ઓུ

配当性向

成長投資 設備投資

研究開発

���Ҏ্Λҡ࣋

w�（ג）εΫϥϜιϑτ΢ΣΞ͓Αͼ
� ໦ຊ（ג）ۀ࢈άϧʔϓΠϯ�ͳͲ

w�࿨Վ޻ࢁ৔
�（#$1͓Αͼੜ׆࢈ಈߴ౓Խ）

w�෺ྲྀιϦϡʔγϣϯ੡඼։ൃ
w�େܕӷԽਫૉλϯΫڀݚ�ͳͲ

必要に応じた
資金調達

営業キャッシュ・フロー
約100億円

3カ年の累計

（ߟࢀ）
Ձঈ٫අݮ
໿30ԯԁ

ワーキングキャピタル

定常設備投資

配当金
30億円以上

成長投資
研究開発
100億円規模

543ʢ株ओ૯རճΓʣ

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（単位：%）

0

300

250

200

150

100
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146.2

102.5

140.3
156.1

261.8

30&

4.9 5.0

6.4 6.4

9.4

7.0

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 ����೥౓
ʢ༧૝ʣ

0

2

4

6

8

10
（単位：%）

事業成長と収益性向上を
両立させ、企業価値向上に
邁進します

ઐ຿ࣥߦ໾һ
ίʔϙϨʔτຊ෦௕

ถַ࢙�ݪ

経営戦略
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2024年度計画

 最適なロボティクス技術を適用し次世代の省人化システムを提供
 サプライチェーン上のデータ活用で効率的な物流センター運用を実現
 社会インフラである物流を止めないメンテナンスサービス

　前年度より継続していた半導体などを中心とする部

品不足は落ち着いた一方で、人件費高騰の影響を受け

ましたが、プロジェクト管理と現場運用の効率化に注

力した結果、過去最高の営業利益を達成しました。当事

業では、高成長企業への進化を中期経営計画の基本方

針とし、2023年度は人材育成や人材確保によりメンテ

ナンス事業を強化するなど重点施策に取り組みました。

　2024年4月には、より高価値のサービスを提供する

ことを目的に、サービス部をカスタマーサポート部へ

名称変更し、営業対応の強化などを進め、これまで以

上にきめ細やかにお客様のニーズに応えています。

また、2023年5月にグループインした（株）スクラムソ

フトウェアのPMIは順調に進捗しており、高付加価値

のWMSの共同開発を通して物流センターの全体エン

ジニアリングへ業務拡大を進めています。さらに、自

社製品の開発とオープンイノベーションによる技術融

合での新たなソリューションの創出により、製造業や

医薬品、食品加工業など新規顧客からの受注を獲得し、

顧客領域の拡大に注力しました。

2023年度の振り返り

　2024年度は豊富な受注残とメンテナンス業務の伸

長によりさらなる増収増益を予想しています。

　製造業などをはじめ当社として新市場へ顧客領域

を拡大していくため、これまでに培ったノウハウを最

大限に活用しつつオープンイノベーションをさらに

加速させていきます。その一つとして、多くの部品を

取り扱う製造業のお客様ニーズにも対応可能な入荷、

保管システムの3Dパレットシャトルの提案を進めて

います。また、大成建設（株）と共同で、ロボットを用

いて工場の生産性向上を図る「T-ロボットストレー

ジ生産システム」の提供も開始しています。

　空港向けソリューションとしては手荷物搬送シス

テムに映像とデータを融合することで省人化やサー

ビスレベルの向上の実現を目指すシステム開発が進

捗しているほか、「terminal.0 HANEDA」への参画に

より、異業種交流による新しい視点の技術創出に取り

組んでいきます。

2024年度の見通し

スローガン

基本方針

ACTION FOR NEXT LOGISTICS　未来の物流システムを支えるチカラになる

事業領域の拡大で高成長企業へ進化する

重点施策

競争優位
 流通、空港分野を中心とした豊富な実績とそれにより培われたシステム構築力
 複雑な仕組み、新しい仕組みに対応するプロジェクト遂行力

課題
 新時代の物流ニーズに適合したシステム構築
 ロボティクス技術の効果的な適用

事業環境

  2024年問題への対応の必要性

  少子高齢化に伴う労働人口の減少による
   自動化ニーズ

 円安、物価上昇、人件費上昇による
   投資意欲の後退

 EC関連物流倉庫の飽和感

中期経営計画における事業戦略

提供価値

WMS
（倉庫管理システム）

入荷 格納 在庫 出庫 梱包 出荷

オーダーシステム・
バース管理等

業務領域の拡大

TMS等
（輸配送管理）

2022年度 2023年度 2024年度
（計画）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

（単位：百万円） （単位：百万円）

■■ 売上高（左軸）　　●● 営業利益（右軸）

28,032

2,605

4,000

3,271

32,491

37,000

売上高／営業利益

売上高 億円370.0 営業利益 億円40.0
施策1

部分から全体
エンジニアリングへの

業務拡大

強みを活かした
提案力の向上と
顧客領域の拡大

人材育成・確保による
サービス事業の強化

映像とデータを融合した
新ソリューションの開発

施策2 施策3 施策4

「T-ロボットストレージ生産システム」についての詳細は2024年5月8日付プレスリリースをご参照ください。
https://www.toyokanetsu.co.jp/info/2024/0508/000780.html

Logistics Solutions Business
物流ソリューション事業

提供する物流システムの深化により
社会全体の物流課題の解決に挑みます。

取締役 専務執行役員 
ソリューション事業本部長

小林 康紀

経営戦略

事業概況
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தܦظӦܭըʹ͓͚Δ事業ઓུ

ఏڙՁ஋

設計・全体管理

現場人材監督

શࠃ��カॴ
常時100基程度
 メンテナンス

����೥౓ͷৼΓฦΓ

�৴པੑͷ͍ߴ社会Πϯϑϥͷఏڙ

2024年度計画

競争優位
 高度な技術を要する大型タンクメンテナンスのノウハウ
 高い品質と安全性により長年培った国内外顧客からの信頼・評価

課題
 メンテナンスニーズの変化への柔軟な対応と安定的な収益体制の確保
 現場監督者の高齢化や後継人材不足、技術伝承への対応

事業環境

� ੴ༉ɾԽֶϓϥϯτͷ౷ഇ߹ͳͲʹΑΔधཁݮগ

� ஍੓ֶϦεΫͷߴ·ΓͷӨڹʹΑΔϓϥϯτؔ࿈ͷઃඋ౤ఀࢿ଺

��λϯΫͷ҆શੑ֬อʹ൐͏ܧଓͨ͠๏ఆ఺ݕϝϯςφϯεधཁ

スローガン

基本方針

ACTION FOR INFRASTRUCTURE　社会インフラを支えるチカラになる

エネルギー転換の過渡期における安定したエネルギーインフラへの寄与

重点施策

ɹࠃ಺ʹ͓͚ΔλϯΫϝϯςφϯεࢢ৔͕҆ఆతʹ

ਪҠ͠ɺண࣮ͳड஫ͱۀ຿ޮ཰ԽΛਪਐͨ݁͠Ռɺ૿

ऩ૿ӹΛୡ੒͠·ͨ͠ɻҰํɺλϯΫͷ޻ࢪ現৔Ͱ͸

ਓࡐͷྸߴԽ΍ऀܧޙෆ଍ͱ͍͏ܧଓతͳ՝୊Λ๊

͓͑ͯΓɺ͜ ΕΒͷվળ͕ٸ຿ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹͦͷͨΊɺ2023年10月ʹλϯΫݐઃ΍ϝϯςφϯ

εۀ຿ʹ͓͍ͯଟ͘ͷ࣮੷Λͪ࣋ɺ現৔޻ࢪʹਫ਼௨͠

ͨਓࡐΛ༗͢Δ໦ຊ（ג）ۀ࢈ΛάϧʔϓΠϯ͠·͠

ͨɻ౰ࣾ͸͢Ͱʹ࿈݁ࢠձࣾ5,,ϓϥϯτΤϯδ（ג）

ͱڞಉͰٕज़ऀ͓Αͼ現৔؂ಜऀͷ૿һΛਐΊ͓ͯ

Γɺ޻ࢪମ੍ͷڧԽ΍ਓࡐҭ੒ɺ%9Λ׆༻ͨ͠࿑ಇ؀

ಈʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ౰ࣾɺ໦׆վળʹ஫ྗͨ͠ڥ

ຊ（ג）ۀ࢈ɺ5,,ϓϥϯτΤϯδ（ג）ͱܧଓతʹ࿈ܞ

͢Δ͜ͱͰɺ̓ ఆతͳऩӹج൫ͷ֬อΛୡ੒͠·ͨ͠ɻ

8,522
9,422 9,500

708 710

560

2023年度2022年度 2024年度
（計画）
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（単位：百万円） （単位：百万円）

■■ 売上高（左軸）　　●● 営業利益（右軸）

ച্ߴ／Ӧ業རӹ

ઐ຿ࣥߦ໾һ�
ϓϥϯτۀࣄຊ෦௕�

େ໦�ത࢘

ച্ߴ 億円95.0 Ӧ業རӹ 億円7.1
施策1 施策2 施策3

メンテナンス需要の継続受注
および新規取り込みによる

安定収益確保

TKKプラントエンジ（株）の
フル活用や協力会社との協業で

効率追求

タンクメーカーの実績と
知見を基にした活躍領域の拡大

高度な技術と豊富な施工実績で、
エネルギー貯蔵施設の安全性維持と
安定供給を支えます。

ɹطଘΠϯϑϥͷ҆શੑ֬อʹ൐͏๏ఆ఺ݕͷϝϯ

ςφϯεधཁʹܧଓతʹԠ͍͖͑ͯ·͢ɻ

ɹ現在ɺશ12ࠃΧॴɺৗج100࣌Ҏ্ͷϝϯςφϯ

εΛ࣮͓ͯ͠ࢪΓɺ͜ ͷΑ͏ͳ現৔ʹ͸ɺ̓ શ৘ใఏ

ɺ͍ߦͳͲΛൃܒͷ্޲ҙࣝ߁Ϟχλʔͷઃஔ΍݈ڙ

ಇ͖΍͍͢ڥ؀Λ੔͍͑ͯ·͢ɻޙࠓ΋άϧʔϓձ

ࣾ΍ྗڠձࣾͱྑ޷ͳؔੑ܎Λங͖ͳ͕Βɺ৽ࣗنಈ

༹઀ٕज़ಋೖ౳ʹΑΔۀ຿ϓϩηεͷޮ཰Խͱਓࡐ

֫ಘͳΒͼʹҭ੒Λ͍ߦɺࠃ಺ͷϝϯςφϯεۀ຿Λ

ண࣮ʹ਱͖͍ͯ͠ߦ·͢ɻ

ɹ͞Βʹɺ਺ଟ͘ͷ࣮੷΍ٕज़Λ͓٬༷͔ΒධՁ

͍͖ͨͩɺੈ࣍୅ۭߤ೩ྉͱظ଴͞Ε͍ͯΔ4"'

（4VTUBJOBCMF�"WJBUJPO�'VFM）λϯΫݐઃͷ৽نड஫

Λ֫ಘ͍ͯ͠·͢ɻޙࠓ΋৽نϓϩδΣΫτ΁ͷࢀ

ըΛࢹ໺ʹೖΕͳ͕ΒɺλϯΫϝʔΧʔͱͯ͠ͷٕज़

ͱ஌ݟΛجʹͨ͠ΤωϧΪʔΠϯϑϥͷ҆ఆڅڙΛ

ਪਐ͍͖ͯ͠·͢ɻ

����೥౓ͷݟ௨͠

Plant Business
ϓϥϯト事業

経営戦略

事業概گ
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ɹੈ࣍୅ΤωϧΪʔλϯΫʹ͍ͭͯ͸ڀݚ։ൃ͕த

৺ͷઌߦ౤ࢿͷஈ֊Ͱ͋Γɺܭը஋ʹରͯ͠ະୡͱͳ

Γ·ͨ͠ɻ

ɹ͔͠͠ͳ͕Βɺ͢ Ͱʹݐઃٕज़Λ֫ಘ͍ͯ͠Δɺ೩

ྉΞϯϞχΞ΍େܕӷԽ$02ɺ.$)ʹରԠ͢Δλϯ

Ϋ੡଄ʹؔͯ͠ɺϑΟδϏϦςΟελσΟۀ຿ͳͲͷ

໰͍߹Θ͕ͤ૿Ճ͠·ͨ͠ɻ͞ Βʹ2023年�月ʹ͸ɺ

ػज़૯߹։ൃٕۀ࢈։ൃ๏ਓ৽ΤωϧΪʔɾڀݚཱࠃ

͕（%0&/）ߏ ૪తͳਫૉαϓϥΠνΣʔڝΔʮ͢ࢪ࣮

ϯߏஙʹٕ͚ͨ޲ज़։ൃۀࣄʗେن໛ਫૉαϓϥΠ

νΣʔϯͷߏஙʹ܎Δٕज़։ൃʯʹ ͓͍ ʮͯӷԽਫૉ

ஷ૧ͷେܕԽʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯΛςʔϚͱͨ͠ॿ੒

୅Τωϧੈ࣍୒͞Εͨ͜ͱ͔Β΋ɺ࠾ʹਖ਼͕ࣜۀࣄ

Ϊʔஷଂʹٕ͚ͨ޲ज़։ൃΛਪਐ͠·͢ɻ

ɹ2024年4月ʹࣾ௕௚׋૊৫ͱ͠ ʮͯੈ࣍୅Τωϧ

Ϊʔ։ൃۀࣄຊ෦ʯΛઃஔ͠·ͨ͠ɻ

ɹ͜ΕʹΑΓɺΧʔϘϯχϡʔτϥϧʹ͚ͨ޲औΓ૊

ΈΛΑΓҰ૚ڧԽ͠ɺ͜ Ε·Ͱʹͳ͍εϐʔυײΛ

΋ͬͯҙܾࢥఆΛਤΓۀࣄΛਪਐ͠·͢ɻ·ͣɺ現在

Խ͖͍ͯͯ͠ΔӷԽ$02λϯΫ΍ΞϯϞൃ׆৔͕ࢢ

χΞஷଂλϯΫʹ͍ͭͯɺ৽نҊ݅֫ಘʹ͚ͨ޲ड஫

Խ͠ɺؔڧಈΛ׆ ࿈͢Δలࣔձ΁ͷग़ల΍֎෦ڠձࢀ

ըΛܧଓͯ͜͠͏ߦͱͰɺΑΓੵۃతͳೝ஌౓ͷ্޲

ΛਤΓ·͢ɻ͢ Ͱʹɺ͜ Ε·ͰࢀՃͨ͠లࣔձʹ͓͍

ͯ৽ͨͳஷଂλϯΫʹؔ͢Δ஫໨౓ͷ͞ߴΛ࣮ͯ͠ײ

͓Γɺޙࠓͷड஫ʹ͑ߟ͍ͯ͛͘ܨͰ͢ɻ

ɹͦͷ্Ͱɺকདྷͷਫૉൃి঎༻ԽʹରԠ͢ΔͨΊɺ

ੈքॳͱͳΔେܕӷԽਫૉλϯΫͷڀݚ։ൃΛਐల͞

͍͖ͤͯ·͢ɻ·ͨ͞Βʹɺ/&%0ॿ੒ۀࣄͱͯ͠͸ɺ

ಇ͠ͳ͕Βɺ͜ڠͱ（ג）ۀ࢈୩ؠ Ε·Ͱ։ൃͨ͠ཁૉ

ٕज़Λ૊Έ߹Θͤͨϕϯνεέʔϧͷݧࢼ༻λϯΫΛ

ݧࢼূ࣮͍ͨ༺ઃ͠ɺϚΠφε2�3ˆͷӷԽਫૉΛݐ

ʹऔΓ૊ΈɺΧʔϘϯχϡʔτϥϧࣾձͷ࣮現ʹ͚޲

ɻ͢·͍ͯ͠ࢦͱΛ໨͍ͯ͘͜͠ݙߩʹతۃੵ

����೥౓ͷৼΓฦΓ

����೥౓ͷݟ௨͠

ৗ຿ࣥߦ໾һ
ຊ෦௕ۀࣄ୅ΤωϧΪʔ։ൃੈ࣍

ాத׮�ւ

�カーϘϯχϡートϥϧͷ࣮دʹݱ༩͢Δ社会Πϯϑϥٕज़ͷఏڙ

2024年度計画

競争優位
 次世代エネルギー向けタンクの開発と、建設実現に応える技術力
 国内外のタンク新設需要に対応する高度な技術とプロジェクト遂行能力

課題
 世界的なエネルギーシフトへの着実な対応とポジションの確立
 タンク新設プロジェクト獲得に向けての海外拠点を含めた組織力強化

事業環境

� ੈքతͳΤωϧΪʔ৘੎ͷӨڹʹΑΔैདྷλϯΫ৽ઃधཁͷݮগ΍ఀ଺

�ΧʔϘϯχϡʔτϥϧࣾձΛݟਾ͑ͨੈ࣍୅ΤωϧΪʔ΁ͷస׵

��ਫૉ΍೩ྉΞϯϞχΞɺӷԽ$02ͳͲੈ࣍୅ΤωϧΪʔஷଂٕज़ͷॏཁੑ֦େ

スローガン

基本方針

ACTION FOR NEXT ENERGY　エネルギーの未来を支えるチカラになる

次世代エネルギー社会到来に向けた高度な技術力の獲得と参画

重点施策

தܦظӦܭըʹ͓͚Δ事業ઓུ

ఏڙՁ஋
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2,400

▲481

▲734
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2023年度2022年度 2024年度
（計画）
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（単位：百万円） （単位：百万円）

■■ 売上高（左軸）　　●● 営業利益（右軸）
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ച্ߴ 億円24.0
施策1 施策2 施策3

燃料アンモニア・MCH（メチルシ
クロヘキサン）*・液化CO2などの
貯蔵ニーズへの取り組み

海外市場における
タンク新設需要の取り込み

液化水素タンクの建設技術
（設計・溶接検査・施工）の獲得

Ӧ業རӹ 億円4.3

* トルエンに水素を付加させて作る液体で、注目されている水素キャリアの一つ

Next-Generation Energy Development Business
୅ΤωϧΪー։ൃ事業ੈ࣍

水素・燃料アンモニアなど
次世代エネルギーへのインフラ転換に
高度な技術力で寄与します。

経営戦略

事業概گ
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Business Innovation and Other Businesses
ΈΒ͍૑ੜ事業

時代の大きなパラダイムシフトの中、
自由な視点と柔軟な発想でみらいを支える
事業を創り出します。
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2024年度計画

競争優位
 幅広い事業分野におけるトップレベルの専門性と実績
 現場密着型の顧客ニーズ把握力・対応力
 CVCファンドやグループ保有のネットワークを活用した豊富な連携チャネル

課題
 事業環境変化への対応力強化
 安定的な収益性確保と市場ポジションの確立
 各社のシナジー発揮とオープンイノベーション推進による付加価値の向上

スローガン

基本方針

ACTION FOR SUSTAINABILITY　サステナブルな社会を支えるチカラになる

グループの成長を加速させる第三の事業確立への挑戦

重点施策

ಇϩϘοτͷೳྗෆ଍Λิ͏ڠ
ʮίϥϘγεςϜʯ

ച্ߴ 億円101.0 Ӧ業རӹ 億円6.6

建
築
事
業

環境リサーチ株式会社

トーヨーカネツビルテック株式会社

環境総合コンサルティング、アスベスト、
シックハウス、騒音・振動、臭気等の環
境調査・分析など

産
業
機
械
事
業

トーヨーコーケン株式会社
建設・生産現場等に向けた省力機械（ウ
インチ・バランサ等）の製造、販売など

共同住宅、福祉関連施設、店舗等、多種
類の中小規模物件を中心とした建築事
業のほか、ゴンドラ、鋼管杭事業など

֎部࿈ػܞ会ͷ֫ಘͱάϧーϓγφδー૑ग़
M&A

スタートアップ連携

•既存事業強化を目指した新技術導入
•中長期的な事業創造による成長領域参入
•既存事業にとらわれない領域も視野に新たな柱の創出

環
境
事
業 環境計測株式会社

大気質・水質の常時計測機器の保守管
理、大型公共工事等に伴う環境アセスメ
ント調査など

தܦظӦܭըʹ͓͚Δ事業ઓུ

ఏڙՁ஋

施策1 施策2 施策3

環境領域のM&Aを含めた
事業拡大

グループ各社の
競争力強化による
安定収益化

保有技術・ノウハウおよび
外部連携による

ビジネスモデルの変革

2022年度* 2023年度 2024年度
（計画）
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■■ 売上高（左軸）　　●● 営業利益（右軸）

*セグメント変更による組替後

786
892

9,196

660

10,10010,013

ച্ߴ／Ӧ業རӹ

Business Innovation and Other Businesses

経営戦略

事業概گ
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Materiality
基本的な考え方

　トーヨーカネツグループは、事業を通じて
持続的に企業価値を向上させるため、経営に
おいて、自らの強みを活かし優先的に取り組
むべき重要なマテリアリティ10項目を特定
しています。
　当社グループは、これらの課題解決を通
じ、財務面を含む持続的な成長を確実なもの
としていきます。また、各マテリアリティに
関する取り組みは、対応するSDGs目標の達
成に寄与するものでもあり、課題解決を通じ
て社会的に期待される役割を認識し、積極的
に取り組んでいきます。

トーヨーカネツグループのマテリアリティ 3分類 マテリアリティおよびKPI*特定プロセス

取り組み方針

事業を通して解決し
企業価値向上を目指す課題

持続的な企業価値向上のために
取り組む課題

A ・ B  の
前提となる課題

A

B

C

(1) 気候変動による事業環境変化への対応
(2) 国内人口の減少への対応

(3) 人材の育成と活用
(4) 新技術の開発と活用
(5) パートナー企業との協業推進
(6) 生産性の向上

 (7) 安全衛生の確保
 (8) コンプライアンス・ガバナンスの堅持
 (9) リスクマネジメントの高度化
 (10)  積極的なチャレンジやスピード感がある

企業風土への変革

調査と準備 2015年に国連サミットで採択された「SDGs」や、「SASB」などの国際的な
ガイドライン、「コーポレートガバナンス・コード」を参照し、当社グルー
プが社会とともに持続的に成長するための重要な課題を特定する方法を
検討しました。また「ESG」、「SDGs」、「統合報告書」などをテーマとした
社内講演会の開催を通じ、これらの分野への従業員の理解を促しました。

社会課題の整理、
重要課題の抽出

全役員が参加する社内会議を重ね、当社グループとしての強み、事業にお
いて直面している社会課題、および将来において果たすべき役割などを協
議し、グループとして「解決に向け優先的に取り組む社会課題、およびそ
の解決のために必要となる自社の課題」を抽出しました。

ステークホルダーの
声の取り込み

外部有識者や機関投資家と意見交換を行い、ステークホルダーからの当
社グループに対する関心や期待も加味して抽出された課題を整理しま
した。

マテリアリティ特定 このような過程により整理された課題について、経営会議および取締役
会での審議・決議を経て、当社グループが取り組んでいくべきマテリア
リティ10項目を特定しました。

KPIの設定 ガイドラインや他企業の事例、社内の関連部門へのヒアリングなどを参
考にして、各マテリアリティにつきKPI候補となる指標を複数挙げた上
で、役員参加の社内会議で協議し、KPIを設定しました。

　社内外からの意見、グローバルスタンダードも十分に考慮し、以下のプロセスで2019 年 3月にマテリアリティを

特定しました。また2020年8月にはKPIを設定しました。
*Key Performance Indicator：特定されたマテリアリティの進捗を「見える化」するための指標

　当社グループはこのマテリアリティ10項目を、

事業戦略の策定や個々のビジネスの意思決定プロ

セスにおいて考慮すべき重要な要素と位置付け、

事業活動を行っていきます。

　マテリアリティへの取り組みについては、サステ

ナビリティ委員会の委員長である取締役が責任者

として課題解決の進捗を管掌します。また、ステー

クホルダーとの対話を通じ、ステークホルダーが当

社グループに寄せる関心や期待および社会動向の

変化に応じ、柔軟にマテリアリティおよびKPIを見直

していきます。

各マテリアリティの詳細については、P28-29をご参照ください

経営企画部

取締役会

CSR小委員会 情報セキュリティ委員会

サステナビリティ委員会
事務局

経営会議

報告・諮問 報告・諮問

報告
諮問

委員長

委員

ソリューション事業本部 プラント事業本部 次世代エネルギー
開発事業本部

みらい創生事業本部 コーポレート本部 安全環境・品質保証部

サステナビリティ委員会体制図

1
STEP

2
STEP

3
STEP

4
STEP

5
STEP

　マテリアリティはその性格により、3つ（A～C）に分類してい

ます。A分類の2項目が当社グループに特に大きな影響を与え

る社会課題であり、主に事業を通じてその解決に貢献すること

で社会に価値を提供し、企業価値向上を図ります。そのような

事業活動を当社グループが持続的に行うために取り組む重要

経営課題がB分類の4項目です。さらに、これらの前提となる

のがC分類の4項目の課題です。

当社は、2023年3月に（株）りそな銀行との間で、「ポジティブ・インパクト・ローン契約」を締結しました。
　本契約締結にあたり、（株）りそな銀行およびりそな総合研究
所（株）は当社が特定したマテリアリティに関連した取り組みを
中心に、SDGs達成に向けたインパクトを分析・評価し、カーボ
ンニュートラル実現に向けた次世代エネルギー関連技術の開発

などの取り組みについて、KPIを設定しました。
　また、本件評価に関しては、（株）格付投資情報センターより
ポジティブ・インパクト金融原則への適合性についての第三者
意見を取得しています。

 詳細は2023 年 3月22日付プレスリリースをご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/info/2023/0322/000686.html

特集：トーヨーカネツが目指す提供価値
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事業を通して解決し企業価値向上を目指す課題
（1）  気候変動による

事業環境変化への対応
気候変動は当社グループの事業環境に大きな影響を及ぼすと考えています。化石燃料からのエネルギー
シフトによるタンク需要の減少などはマイナスに働くリスクとなりますが、温暖化対策にも配慮しつつ、水素
エネルギーなどの化石燃料代替需要関連案件の取り込みや、環境性能に優れた商品・サービスの開発など
を、新たな事業機会と捉えて対応することにより事業の持続的成長に繋げていくことが可能になると考えて
います。

年౓ 2021 2022 2023 2030（໨ඪ） ୯Ґ

Scope1 排出量 2,214 2,155 2,292
2,638*2

t-CO2e

Scope2 排出量*1 2,928 1,444 1,371 t-CO2e

*1 2022年度以降はカーボンオフセット後の排出量　*2 2030年度目標値はScope1とScope2の合計
（注）トーヨーカネツ（株）単体および連結子会社

（2）  国内人口の減少への
対応

少子高齢化による人口減少で人材確保が難しくなる中、職場を働きやすく、仕事を魅力あるものにしていく
ことがさらに重要になると考えています。
物流ソリューション事業では人口減少に伴う購買力低下により需要低下に繋がるリスクがありますが、
他方、労働力不足に省力化・省人化システムの開発などで対応することにより、大きな成長機会として捉え
ることができると考えています。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

年次有給休暇取得率 66.8 71.8 76.5 70.0 %

（注）トーヨーカネツ（株）単体
2021年度は13日以上の取得率。2022年度以降、年度の新規付与日数の70%以上の取得率を目標としている

持続的な企業価値向上のために取り組む課題
（3） 人材の育成と活用 当社グループが持続的に成長するためには、事業に関する技術やノウハウはもちろん、リーダーシップや国

際感覚、事業環境の変化への対応など、社員が様々なことを吸収し育っていくことが不可欠です。多様な
人材を確保・育成し、活躍をサポートするための方策を推進していく必要があると考えています。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

女性管理職*比率 5.41 6.85 8.33 10.0 %

*管理職：執行役員を除くグループマネジャー・部長
（注）トーヨーカネツ（株）単体（2022年度よりKPIに設定）

（4） 新技術の開発と活用 新技術の開発・活用を進めることにより、既存事業の競争力強化に加え、新たな製品・サービスの提供が
可能となり、さらに新規事業創出に向けた原動力となることを期待しています。特にAI・IoT・ロボティク
ス、故障予知などの分野での新技術開発の取り組みは、省力化・省人化、安定稼働などの実現を通じ、物
流効率化という社会課題解決に有用と考えています。

（5）  パートナー企業との
協業推進

当社グループ各事業のバリューチェーンは、部品・部材供給や、施工、IT設計などを担う数多くの国内外
パートナー企業の存在なしには成り立ち得ません。AI・IoTをはじめ、先端技術や自社のリソースでは不
足している部分をパートナーとの協業により補完し合うことにより、参入可能な事業領域が拡大し、また新
規事業への参入可能性を増していくものと考えています。

（6） 生産性の向上 顧客からの高機能・低価格の設備納入の要求が高まる中で、受注・販売競争を継続的に勝ち抜くために
は、技術革新とともに不断の生産性向上が欠かせないと考えています。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

従業員1人当たり営業利益 2,967 1,950 3,309 2,845 千円

（注）トーヨーカネツ（株）単体

（7） 安全衛生の確保 当社グループにとって安全はすべてに優先すべき事項です。重要な経営資源である社員に安全・健康の問題
が生じれば、企業価値が大きな損害を被るリスクがあります。事故は起こしてはならず、事故予防のための安
全管理計画の立案および実施を通じ、安全を守る企業体質をさらに高めていきます。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

労働災害度数率 1.20 0.33 0.33 0 人／百万時間

労働災害強度率 0.02 0.02 0.03 0 日／千時間

死亡事故発生件数 0 0 0 0 件

（注）トーヨーカネツ（株）単体

（8）  コンプライアンス・
ガバナンスの堅持

法令等を遵守するコンプライアンスは、当社グループが信頼される事業活動を行う上で最も重要な基盤の
一つであり、全社員がコンプライアンスを最優先の価値観として堅持することを求めていきます。さらに
コーポレート・ガバナンスについても体制強化を継続していきます。

（9）  リスクマネジメントの
　　高度化

当社グループは社会インフラに関わる事業を行っているため、事故などへの予防策や問題が生じた際の
適切かつ迅速な対応が社会から求められている認識のもと、体制の整備・充実に努めています。新事業
や海外案件などの事業領域の広がりに従い、また社会情勢の変化のスピードから、対応すべきリスクは
拡大・深化しています。国内外での緊急事態への備えや、社内セキュリティ、与信や案件審査能力の高度
化など様々なリスクを感知・評価し、最小化する能力や仕組みを一層強化していきます。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

情報セキュリティ研修受講率 100 100 100 100 %

リスク管理研修回数 6 5 4 5 回

（注）トーヨーカネツ（株）および連結子会社

（10）  積極的なチャレンジや
　　  スピード感がある
      企業風土への変革

既存事業を進化させ、新たな事業を確立するためには、社員が一丸となって新分野に挑戦する企業風土を
さらに強固にしていくことが求められると考えています。

年౓ 2021 2022 2023 2024（໨ඪ） ୯Ґ

表彰制度‒改善提案提出率 70.7 79.8 73.0 100 %

（注）提出率＝トーヨーカネツ（株）単体の提案総数／期末トーヨーカネツ（株）対象従業員数
　　提案総数は延べ数であり、1人による複数の提案もカウント

"

#

$ "・ #  の前提となる課題

特集：トーヨーカネツが目指す提供価値
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ݙߩʹ୅ͷΤωϧΪーஷଂͰ社会ੈ࣍
　当社は1941年の創業以来、世界各国に大型タンクを納入し、エネルギーインフラ貯蔵

に寄与してきました。現在は、高いプロジェクト遂行力とメンテナンス技術を強みとし、環

境負荷の低い次世代エネルギーへの転換需要にも柔軟に応えるべく、大型液化水素タンク

の建設技術獲得に向け研究開発を推進しています。
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A 事業を通して解決し企業価値向上を目指す課題ީؾมಈʹΑΔ事業ڥ؀มԽ΁ͷରԠ
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*3  Scope3：事業活動のサプライチェーン内で間接排出されたScope1・2
以外のGHG

౰社୯ମ͓Αͼࠃ಺֎࿈݁ࢠ会社ʹ
͓͚Δʮ4DPQF���ഉग़ྔʴ4DPQF���ഉग़ྔʯ
*1  Scope1：自社での燃料の使用等によるGHGの直接排出
*2  Scope2：自社が購入した電気・熱の使用によるGHGの間接排出

削減対象

ʮ����೥·ͰʹカーϘϯχϡートϥϧΛୡ੒ʯ
ʮ����೥·Ͱʹ����೥౓ରൺͰ���ʹݮ࡟ʯ

削減目標

2019 2020 2021 2022 2023 （年度）

（単位：t-CO₂e） （単位：t-CO₂e）

（左軸）     Scope1    Scope2      Scope2（オフセット分）（右軸）●Scope3
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（注）2024年8月現在、2023年度Scope3排出量については一部算定中につき
暫定値
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*  SAF：Sustainable Aviation Fuel 
持続可能な航空燃料
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　これまでにECや生協、空港、3PLにおける物流システムの構築で培った実績と経験を基に、

当社として新市場である製造業へ進出し、新たな顧客獲得に向けた提案を開始しています。ま

た、積極的なオープンイノベーションにより、世界各国から製品やシステムを取り入れ、当社の

技術と組み合わせることで高価値なソリューションを創出するなど提供するシステムのバリエー

ションを拡大しています。

　そのような中、入荷、保管系システムの3Dパレットシャトルの取り扱いを始めました。従来の

スタッカークレーン式の自動倉庫よりも保管効率が高く、工期が短縮可能な3Dパレットシャト

ルの提案を強化し展開させていく予定です。製造業は一般的に取り扱う部品点数が多い一方、

低頻度の部品も多いことから、当社が得意とするEC事業における多品種少量仕分けのノウハウ

が、入荷・保管、部品仕分けを必要とする中間工程、半製品ハンドリング、出荷製品の仕分けな

ど多岐にわたり活用できると考えています。さらに、幅広いニーズに対応するため、大型商品を

扱う垂直保管システムや、効率よく容易に小物仕分けを行うAMRも引き続き拡販していくこと

でトータルプロセスをカバーできるソリューションを提供していきます。

　空港施設運営業界における、国内外の旅客数回復に伴う空港オペレーションの深刻な人手不

足や旅客へのサービスレベル向上などの課題を背景に、当社ではこれらの課題解決に資する新

たなソリューションの開発を進めています。これまでに半世紀以上の実績と国内80%以上のシェ

アを誇る手荷物搬送システムにおいて、映像とデータを融合させ自動化レベルをさらに高めたシ

ステムの開発に着手しています。通常は、バーコードを読み取ることで手荷物情報の識別をして

いますが、映像情報と連携しAIを活用することで自動的に手荷物の仕分け指示が可能になりま

す。これにより、最小限のオペレーションや設備エリアの省スペース化、手荷物仕分けの高速化

を実現することができると期待しています。

　日本空港ビルディング（株）が企画する、羽田空港の課題解決に異業種連携で

取り組む研究開発拠点「terminal.0 HANEDA」に共同研究・開発企業として参

画しています。施設内にある実証実験・共同ワークスペースは空港の設備や機能、

航空機内設備を有したモックアップとなっており、当社は最新の自動手荷物預入機

（SBD）を設置しています。参画する異業種との共創により当社の持つノウハウへ

様々なアイデアを取り入れることで、新たな価値の提供を目指していきます。

製造業×オープンイノベーション

映像とデータの融合

「terminal.0 HANEDA」への参画

省人化ソリューションを深化させた「 物流センターフルロボット化 」
国内の労働力不足や物流現場の労働環境の改善が社会課題として顕在化している中、

省人化をさらに進めた無人化システムが必要不可欠と考え、物流センターのフルロボット

化に挑戦しています。自社の技術と経験にオープンイノベーションを組み合わせて、持続

可能性の高いソリューションを創造し、お客様の課題に向き合っていきます。

02 B 持続的な企業価値向上のために取り組む課題新技術の開発と活用

 詳細は2023年12月25日付プレスリリースをご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/pdf/20231225.pdf

3Dパレットシャトル 垂直保管システム

AMR（自律走行搬送ロボット）

特集：トーヨーカネツが目指す提供価値
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ステークホルダー

サプライヤー
従業員 地域社会

取締役会

サステナビリティ委員会

各事業本部等・グループ会社
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トーϤーカωπάϧーϓͷਓࡐઓུ
　高い技術力とソリューション力を強みとしてビジネスを

展開する当社にとって、強固な人的資本の形成は最も重

要な経営課題の一つと捉えています。

　大和田社長の社員への3つの約束「夢とやりがい」「風

通しの良い職場」「処遇の改善」を具現化することにより、

すべての社員が生き生きと活躍できる企業であり続けるこ

とを目指しています。
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*  受講を希望する外部研修等を申告し、審査
に合格した者には会社が費用負担を支援す
る制度

特集：トーヨーカネツが目指す提供価値
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	タイ人、ベトナム人学生を招き千葉事業所見学会
　（国研）科学技術振興機構主催の「さくらサイエンスプログラム」を実施する（公財）日本ユース

リーダー協会が、海外で理系分野を専攻している青少年を招へいし、日本の最先端科学技術の

学習と人的交流を目的とするプログラムにおいて、同協会と連携しタイ人とベトナム人の学生を

対象に千葉事業所の見学会を開催しました。マルチシャトルシステムやAMRが実際に稼働して

いる様子や大型液化水素タンクの開発状況などを見学いただくプログラムの中で、参加者と社員

の間では活発なコミュニケー

ションが見られました。当社

グループでは国際的な人材

の育成と多様性を尊重した

活動を実施しています。

	アルバルク東京とオフィシャルパートナー契約を締結
　プロバスケットボールリーグB1リーグに所属する「アルバルク東京」と、2024-25シーズンに

おけるオフィシャルパートナー契約（SDGsサポーター*）を締結しました。

　2025年7月より東京都江東区がホームタウンとなる予定の「アルバルク東京」は、江東区と「相

互連携・支援協力に関する協定」を締結し地域連携・地域振興活動の取り組みを開始しています。

　80年以上にわたり江東区を本拠地としている当社もこれまで地域貢献活動を行ってきました

が、「アルバルク東京 」とのオフィシャルパートナー契約を機に、地元江東区へより一層の貢献

ができるよう取り組んでまい

ります。
*  SDGsサポーター：社会課題の解決、

社会問題の改善、SDGsの達成に向け
て活動を支援するオフィシャルパー
トナー

エデュケーションセンターでの見学の様子 会社概要説明と安全教育の実施

取締役 副社長執行役員 
サステナビリティ委員会
委員長

兒玉 啓介

	小学生向けロボットプログラミング教室
　本社近隣の小学生向けに神奈川工科大学と協働してロボットプログラミング教室を開催して

います。2024年3月開催の教室では「モノの流れ

とロボットの関わり」を題材に、物流センターで物

を運搬するロボットを模したロボットづくりに挑戦

してもらいました。物流ソリューションの構築で

培った知見を活用しながら、プログラミングにつ

いて学ぶ機会の提供を継続しています。

グループ全体の持続的成長を支える取り組み
地域貢献活動

サステナビリティ委員会の新設

　企業経営において、持続的な企業価値の向上や社会への貢献

はますます重要になってきています。当社では、事業リスクの低

減や新たな事業機会の創出に加え、ステークホルダーの皆様か

らの信頼や評価の向上が重要との考えのもと、サステナビリティ

委員会を新設いたしました。サステナビリティ委員会はリスク管

理に加え、社会的な責任を果たすためのCSR小委員会やサイ

バーセキュリティー対策等を担う情報セキュリティ委員会と連携

した総合的な経営・管理体制の構築を目指しています。

C A・ B 	の前提となる課題04

アルバルク東京のサポーターバナー 小学生を対象にしたバスケクリニック

イニシアティブ

	健康経営優良法人2024（大規模法人部門）
　2021年8月に「トーヨーカネツグループ健康経営®宣言」を定め、従業員
の健康保持・増進の取り組みを推進する中、経済産業省と日本健康会議が選
定する「健康経営優良法人（大規模法人部門）」に3年連続で認定されました。

	気候変動イニシアティブ（JCI）
　気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、NGOなどが参加するネッ
トワークであるJCIの基本的な考え方に賛同するとともに、持続可能な社会の
実現に向け、GHGの排出削減目標を達成するべく取り組みを進めています。

	GX（グリーントランスフォーメーション）リーグ
　2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、GXに積極的に取り組む企業群や
官・学が一体となり協働する場であるGXリーグに参画しています。国際イニシア
ティブとの連携を図りながら、脱炭素社会の実現に向けた活動を継続しています。

	トモニン
　社員が仕事と介護を両立できる環境を整備、推進する企業として、厚生労働省が
定めるシンボルマークのトモニンを2022年11月に取得しました。今後も職場環境
の整備に取り組んでいきます。

	CDP
　2023年度より国際的なNGOである「CDP*」へ回答しています。2023年度は
気候変動と水セキュリティへの質問書に回答しました。
*  英国で設立された環境分野に取り組む国際 NGO。世界の機関投資家と連携し、企業や自治体を対象に環境

問題対策に関する情報開示を促進する活動を行っている

成果発表会

 詳細は健康経営の取り組みページをご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/sustainability/social/health.html

特集：トーヨーカネツが目指す提供価値
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岩村 修二
社外取締役
監査等委員

小林 康紀
取締役
専務執行役員

酒井 由香里
社外取締役

兒玉 啓介
取締役
副社長執行役員

阿部 和人
取締役
常勤監査等委員

中村 重治
社外取締役
監査等委員

大和田 能史
代表取締役社長

佐藤 真希子
社外取締役

柿原 明
取締役
専務執行役員

牛田 一雄
社外取締役
監査等委員

ガバナンス

取締役一覧
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酒井 由香里
野村證券（株）勤務を経て、（株）ユナイテッドアローズ社外
取締役（常勤監査等委員）をはじめ、複数社において社外
監査役および社外取締役を歴任し、2022年6月当社社外
取締役就任。現在は大平洋金属（株）社外取締役を兼任。

தجܭຊํ਑
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ٞ࿦͍͖͍ͯͨ͠

酒井 由香里中村 重治 牛田 一雄

社֎औక໾

ガバナンス
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͍ͯ͘ʯͱ͍͏ετʔϦʔΛ͖ͪΜͱͭ͘Γ্͛Δ

དྷ͍ͯΔͷͰ͸ͳ͍͔ͱೝ͍ࣝͯ͠·͢ɻʹظ࣌

ɹ͜ͷετʔϦʔΛࣾ಺ͱגओʹ͖ͪΜͱઆ໌͠ɺཧ

ղ͕ಘΒΕΕ͹ɺͲͷΑ͏ͳબ୒Λ͠Α͏ͱ΋࣋͞ࢧ

Ε͍ͯ͘Ͱ͠ΐ͏ɻେ࿨ాࣾ௕͸ब೚ҎདྷɺεςʔΫϗ

ϧμʔͱͷର࿩Λඇৗʹେ੾ʹ͞Ε͍ͯΔͷͰɺͥ ͻɺ

ετʔϦʔͮ͘ΓʹऔΓ૊ΜͰ΄͍͠ͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ

ΛఆΊɺͦੑ޲ͷํޙࠓʹɿ͔֬ʹɺͲͷΑ͏ాڇ
ΕΛࣾһʹ͍͔ʹ఻ୡ͠ɺօͷϞνϕʔγϣϯΛҡ࣋

ͯ͠ɺ͞ ΒʹߴΊ͍͔͕ͯ͘՝୊ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹͦͷ఺Ͱɺ౰ࣾʹ͸औక໾ձҎ֎ʹ΋༷ʑͳٞ࿦͕

Ͱ͖Δ৔͕͋Γ·͢ɻ֤ ΛҰ൪Α͘஌͍ͬͯΔͷۀࣄ

͸΍͸Γ౰ऀࣄͰ͔͢Βɺͦ ͷ౰ऀࣄͷ൑அͷϓϩη

εΛ஌Δػձ͕૿͑Δ΄Ͳɺ໌ Β͔ʹͳͬͨഎܠʹࣗ

෼ࣗ਎ͷݧܦʹরΒͨٞ͠࿦͕Ͱ͖Δͱ͍ࢥ·͢ɻ

தଜɿେ࿨ాࣾ௕͸ɺ໰୊ҙࣝ΍՝୊ҙࣝΛแΈӅ
ͣ͞࿩͍ͯ͠·͢ɻ࣌ʹ͸ɺʮ͜͜·Ͱ͏ݴͷ͔ʯͱ

Ͳɺ཰௚Ͱ͢ɻ΄͏ࢥ

ɿͦͷ݁Ռɺऔక໾ձʹ͸ʮຊ౰ʹͲΕ͕Ұ൪ాڇ
ྑ͍ಓͳͷ͔ΛɺօͰ୳Γग़͍ͯ͘͠ʯงғৢ͕ؾ੒

͞Ε͍ͯ·͢Ͷɻ

牛田 一雄
（株）ニコン代表取締役社長、代表取締役会長を歴任後、
2021年6月当社社外取締役（監査等委員）就任。（一社）
日本望遠鏡工業会会長、（一社）日本光学硝子工業会会長、
JSR（株）社外取締役を務め、現在は日本光学工業協会会長
を兼任。

中村 重治
（株）りそな銀行代表取締役副社長、（株）埼玉りそな銀行社
外取締役、りそな総合研究所（株）代表取締役社長を歴任後、
2013年6月当社社外監査役に就任。2015年6月より当社社
外取締役（監査等委員）。リケンテクノス（株）社外取締役
（監査等委員）を兼任。
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ഊͦ͠͏Ͱ͋Ε͹ɺࣗ ෼ͷͪ࣋৔ͷ໨ඪΛมͯ͠ߋͰ

΋ɺશମͱͯ͠໨ඪΛୡ੒͢Δʯɺ͢ ͳΘͪಉ͡໨ඪ

Λશһ͕ڞ༗͍ͯ͠Δ૊৫͕Ұ൪͍ڧ૊৫ͩͱ৴͡

͍ͯ·͢ɻ

ɹैͬͯɺதܭΛͭ͘Δ͜ͱ͸΋ͪΖΜେࣄͰ͕͢ɺ

ͲͷΑ͏ʹࣾһʹਁಁͤ͞Δ͔ɺ࿦ཧ͚ͩͰͳ͘೤
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ըʹࣾһ͕ෲམͪ͠ɺʮ͔ͩΒɺ͜ܭ ͷͩʯͱ͘ߦʹ͜

Ͱ͢ɻࣾߴ࠷Δͱ͑ݴ һ͕૝͍Λڞ༗͢Δϓϩηε

͕ͳ͍ͱɺࣗ ෼ࣄʹͳΓ·ͤΜɻ

தଜɿྑ͍੡඼Λͭ͘Γग़ͤ͹ɺചΕΔ͸ͣ�౰ࣾ
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ΒΕ·͢ɻͦ͡ײʹΑ͏͍ڧ͕ ͷ݁ՌԿ͕͍͖ͯىΔ

͔ͱ͍͏ͱɺྑ ͍ҙຯͰͷΞϐʔϧ͕͚͍ܽͯ·͢ɻ

ɹྫ͑͹ɺۭ ͷखՙ෺ൖૹγεςϜʹ͓͚Δ౰ࣾͷߓ
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ΜͲͷํ͸͝ଘ͡ͳ͍ͷͰ͸ͱ͍ࢥ·͢ɻ͢ ΂ͯͷ

εςʔΫϗϧμʔʹରͯ͠ैདྷҎ্ʹઆ໌੹೚ΛՌ
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ఆʹ͋ͨΓͲͷΑ͏ͳٞ࿦Λ͍ͯ͘͠΂͖͔ࡦͷܭதظ࣍
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ɹେ࿨ాࣾ௕͕ब೚͔ͯ͠Βɺ౰ࣾͷऔక໾ձ͸தܦظӦ
ըͷεϩʔΨϯʮ"$5*0/�'03�5)&�'6563&ʯͷ΋ͱɺܭ
·͍ͯ͡ײͳ͍ͬͯΔͱʹؾͳٞ࿦͕͠΍͍͢งғൃ׆
͢ɻ۩ମత͔࣮ͭફతͳܦӦͷٞ࿦͕Ͱ͖ΔΑ͏ɺࣾ ֎औ
క໾ʹରͯ͠౰ࣾͷۀࣄॴ΍現৔ֶݟɺװ෦ީิऀͱͷ໘
ஊͷػձΛ͍͍ͨͩͨͯͬ͜࡞ͱͰɺ౰ࣾ΁ͷཧղ͕ਂ·
Γ·ͨ͠ɻ͜ ΕʹΑΓɺҟͳΔڧΈΛ֤ͭ࣋औక໾͕ܦӦ
՝୊ʹର͠ɺϑϥοτ͔༷ͭʑͳࢹ఺͔Β͖޲߹͏͜ͱ͕
Ͱ͖͍ͯΔͱ͍ࢥ·͢ɻ
ɹ࣌ʹ͸͍͠ݫҙݟ΋ඈͼަ͍·͕͢ɺਅ᎜ʹड͚ࢭΊɺ
՝୊Λվળͯ͠ ͍͜͏ͱ͢Δ͍ڧҙࢤΛৗʹ͍ͯ͡ײ·͢ɻ
ɹޙࠓ͸ɺঁ ༂ΛؚΊͨμΠόʔγςΟͷਂԽ΍ά׆ੑ
ϧʔϓձࣾΛؚΊͨਓࡐҭ੒ɺ৽ۀࣄنͳͲʹ͍ͭͯٞ
࿦ΛਂΊΔ͜ͱͰ͞Βʹૉ੖Β͍͠औక໾ձʹͳΔͱ
ɻ͢·͍ࢥ

ɹ౰ࣾ͸ɺΤωϧΪʔஷଂ΍෺ྲྀιϦϡʔγϣϯߏஙͳ
ͲͷࣾձΠϯϑϥΛ୲͍ͬͯΔ͜ͱ͔Βɺࣾ ձత໋࢖Λ
Δͱͱ΋ʹɺͦ͡ײ͘ڧ Ε͕౰ࣾͷϞνϕʔγϣϯ΍ތ
ΓͰ΋͋Δͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ͠ ͔͠ɺΤωϧΪʔ੓͕ࡦେ
͖͘స͞׵ΕΔͳͲɺࣾ ձશମ͕ஶ͘͠มԽ͠౰͕ࣾେ
͖ͳذ࿏ʹֻ͔͍ࠩͬͯ͠Δͷ΋࣮ࣄͰ͢ɻ
ɹͦͷΑ͏ͳܦ͍͠ݫӦڥ؀ԼͰ΋ɺऔక໾ձ͸਺े年
ઌΛݟӽͨ͠໨ඪΛཱͯɺ೪Γ͘ڧલਐ͢ΔܦӦํ਑Λ
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͍ͭͯ཰௚ʹҙݟΛަ͠׵߹͏͜ͱͰੑ׆Խ͍ͯ͠Δͱ
ɻ͢·͍ͯ͡ײ

社外取締役

佐藤 真希子

社外取締役
監査等委員

岩村 修二

ɿʮ"$5*0/�'03�5)&�'6563&ʯͷΑ͏ʹເాڇ
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͚Ͱ͸ͳ͘ɺશһͷ֮ޛͰͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ
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͍͔ʹίϛοτϝϯτ͢Δ͔͕େࣄͰ͢ɻ&4(ͷٞ࿦
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ञҪɿظ࣍தܭ͸ɺࣗ ෼ࣄԽͰ͖Δମܥ΍ӡ༻ʹ͠

ͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ

ɹ͜ͷ࠲ஊձΛ͖͔͚ͬʹɺऔక໾ձΛl͖Ε͍ͳ

࿩zͰऴΘΒͤΔͷͰ͸ͳ͘ɺզʑʹͰ͖Δ͜ͱ͸

Կͳͷ͔ΛվΊͯ͑ߟΔػձʹ͍͖͍ͯͨ͠ͱߟ

͍͑ͯ·͢ɻ

ʮ"$5*0/�'03�5)&�'6563&ʯʹ ଴͢Δ͜ͱظ

Corporate
Governance
ํ͑ߟຊతͳج

　当社は株主、顧客・取引先、従業員、債権者、地域社会な
どすべてのステークホルダーの視点に立った経営を行
い、経営の効率性・健全性・透明性を確保するとともに、
的確な意思決定、迅速な業務執行並びに適切な監督・監
視などを可能とするコーポレート・ガバナンス体制を整
備しています。

ίーポϨートɾΨόφϯスମ੍

　当社は2015年6月26日より監査役会設置会社から監査
等委員会設置会社へ移行しています。これは、監査等委員
である取締役（複数の社外取締役を含む）に取締役会におけ
る議決権を付与することにより、取締役会機能および監
査・監督機能を一層強化するとともに、より実効性の高い
コーポレート・ガバナンス体制の構築を目的としています。

2000   執行役員制度の導入

2005   コンプライアンス委員会の設置

  取締役定員を20名から7名上限とする定款
変更

2008   退職慰労金制度の廃止

2015   監査等委員会設置会社への移行（取締役の
任期が2年から1年に短縮）

  監査等委員以外の取締役7名上限、監査等
委員4名上限

  独立社外取締役の選任（監査等委員3名）

  指名及び報酬諮問委員会の設置（社外取締
役が委員長に就任）

  株主還元方針の策定

  コーポレートガバナンス・ガイドラインの
制定

2016   取締役会の実効性評価を開始

 資本政策の基本方針の策定

2018   執行役員からも社長選任を可能とする定款
変更

2019   業績連動型株式報酬制度の導入

2021   業務執行取締役の報酬決定方針を決議

  サクセッションプランを制定

2022   取締役会の招集権者・議長を取締役会決議
で選定されたものとする定款変更

  指名及び報酬諮問委員会を指名諮問委員会・
報酬諮問委員会に改組

  女性取締役の選任

体制面　  役員報酬制度　  運営方針

ίーポϨートɾΨόφϯスڧԽͷาΈ
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ίーポϨートɾΨόφϯスମ੍ਤ�（2024年�月2�日現在）
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役割・機能 構成 開催回数

取締役会
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ఆܾٞ͢ڠ౳Λ߲ࣄͷॏཁ্ߦ຿ࣥۀ
Δͱͱ΋ʹɺۀ຿ࣥߦͷ؂ಜΛͯͬߦ
͍·͢ɻ

؂ࠪ౳ҕһͰ͋Δऔక໾4໊Ҏ಺（͏ͪ1໊͸ݪଇࣾ಺औక
໾）ɺ؂ࠪ౳ҕһҎ֎ͷऔక໾�໊Ҏ಺ͷ߹11໊ܭҎ಺ͱ͠ɺ
ଟ༷ੑͱదਖ਼ن໛Λཱ྆͢ΔܗͰߏ੒͍ͯ͠·͢ɻ

ଇݪ
ຖ月1ճ

監査等
委員会

ಠཱͨ͠؍٬తͳཱ৔ͰۀاՁ஋ͷ޲
ΔΑ͏ɺ಺෦౷੍γεςϜΛ͢ࢿʹ্
ར༻ͨ͠૊৫త؂ࠪΛ͏ߦͱͱ΋ʹɺ
ಠཱతɾ؍٬తཱ৔͔Βۀ຿ࣥߦͷ؂
ࠪɾ؂ಜΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ

ࣾ֎औక໾3໊ΛؚΉ4໊ͷ؂ࠪ౳ҕһͰߏ੒͞Ε͍ͯ·͢ɻ
؂ࠪ౳ҕһͰ͋Δࣾ֎औక໾ʹ͸ಠཱੑ͕͋Γߴɺ ౓ͷઐ໳
ੑ·ͨ͸ܦۀاӦऀͱͯ͠ͷ๛෋ͳݧܦΛ༗͢ΔਓࡐΛબ೚
͍ͯ͠·͢ɻ

ଇݪ
ຖ月1ճ

指名諮問
委員会

औక໾ͷީิऀબఆͷಁ໌ੑɾదਖ਼ੑ
Λ֬อ͢ΔͨΊɺࣾ ֎औక໾ͷద੾ͳ
ؔ༩ɾॿݴͷػձΛઃ͚ΔͳͲɺެ ਖ਼͔
ͭಁ໌ੑͷ͍ߴखଓ͖Λ͏ߦମ੍Λߏ
ங͍ͯ͠·͢ɻ

ҕһ3໊Ҏ্Ͱɺͦ ͷա൒਺͸ࣾ֎औక໾Ͱߏ੒͞Εɺҕһ௕
͸ච಄ಠཱࣾ֎औక໾͕ब೚͢Δ͜ͱͱ͍ͯ͠·͢ɻ

ඞཁʹԠͯ͡
։࠵

報酬諮問
委員会

औక໾ͷใुܾఆͷಁ໌ੑɾదਖ਼ੑΛ
֬อ͢ΔͨΊɺࣾ ֎औక໾ͷద੾ͳؔ
༩ɾॿݴͷػձΛઃ͚ΔͳͲɺެ ਖ਼͔ͭ
ಁ໌ੑͷ͍ߴखଓ͖Λ͏ߦମ੍Λߏங
͍ͯ͠·͢ɻ

ҕһ3໊Ҏ্Ͱɺͦ ͷա൒਺͸ࣾ֎औక໾Ͱߏ੒͞Εɺҕһ௕
͸ච಄ಠཱࣾ֎औక໾͕ब೚͢Δ͜ͱͱ͍ͯ͠·͢ɻ

ඞཁʹԠͯ͡
։࠵

専門性の発揮が主に期待される分野

企業経営／
組織運営

法務・
リスク管理 財務・会計 国際的経験

IT／
イノベーション・
新規事業

ESG・SDGs 業界経験／
営業

製造・技術
／研究開発

大和田 能史 ● ● ●

兒玉 啓介 ● ● ●

柿原 明 ● ● ● ●

小林 康紀 ● ● ●

酒井 由香里 ★ ● ● ●

佐藤 真希子 ★ ● ● ●

阿部 和人 ● ● ●

中村 重治 ★ ● ● ● ● ●

牛田 一雄 ★ ● ● ●

岩村 修二 ★ ● ● ●

˒ಠཱࣾ֎औక໾� ˙؂ࠪ౳ҕһ

औక໾会ͷ࣮ޮੑධՁ

　各取締役は、取締役会が全体として有効に機能していることを確認するため、毎年、取締役会の実効性評価に必
要な情報を関係部門より収集した上で自己評価を行い、取締役会はこれらの評価意見を参考にして最終評価を
行っています。

औక໾会ͷスΩϧマトϦοΫス

　社是・経営ビジョン・スローガン・経営計画などに照らして、取締役会としての役割・責務を果たすために必要
なスキルとして、経営の監督に必要なスキル、今後の成長戦略との関係で求められるスキルおよび既存事業にお
ける企業価値の向上に資すると考えられるスキルを、以下の8項目に特定しました。

֤छ会ٞମ

˙����೥౓ͷ࣮ޮੑධՁ݁Ռͷ概要

社内取締役 社外取締役（男性／女性） 監査等委員 ˒議長／委員長

1.  当社の取締役会は、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」に準拠して適切に整備され、運営されていること。

2.  各取締役は、取締役会に求められる役割・責務を十分認識し、取締役としての職務を遂行していること。

3.  会社の戦略的な方向を明らかにするものとして中期経営計画を策定し、その進捗状況を決算説明会にて開示していること。
また、ESG経営を重視し、統合報告書である「TKKレポート」において、ESGに関する取り組み状況等を開示していること。

4.  取締役会の任意の諮問機関として独立社外取締役を委員長とする「指名諮問委員会」および「報酬諮問委員会」を設置し、
各々の委員会において取締役の指名および報酬に係る事項を審議し、独立社外取締役の適切な関与のもと決定プロセスの公正
性と透明性を確保していること。

事務局より、必要な
参考情報を提供

取締役会において、参考
情報に関する質疑・意見
交換・追加情報提供指示
等を協議

実効性評価表に基
づき、各取締役が
自己評価を実施

2024年5月14日開催の
取締役会において、各取
締役の自己評価を基に
協議し、最終評価を決定

1 2 3 4

ɹ2024年3ʙ�月ͷऔక໾ձʹ͓͍ͯɺҎԼͷखॱʹै͍औక໾ձͷ࣮ޮੑධՁΛ࣮͠ࢪ·ͨ͠ɻ

ʢ�ʣ�ධՁͷํ๏

ɹ౰ࣾऔక໾ձ͸（1）ͷධՁϓϩηεΛ௨͡ɺऔక໾ձ͕શମͱͯ͠༗ޮʹػೳ͍ͯ͠Δ͜ͱΛ֬ೝ͠·ͨ͠ɻ

ͷ௨ΓͰ͢ɻ࣍͸ࡉৄ

ʢ�ʣ�औక໾会ͷ࣮ޮੑʹؔ͢Δ෼ੳ͓ΑͼධՁͷ݁Ռ

ɹऔక໾ձͷ໾ׂΛे෼ʹՌͨͨ͢Ίɺҙܾࢥఆʹ܎

Δ৘ใͷू໿ɺଟ໘తͳࢹ఺Ͱͷਂ͍ٞ࿦ɺద੾ͳϦ

εΫςΠΫͱੵۃɾՌஅͳҙܾࢥఆΛ͜͏ߦͱͰɺऔ

క໾ձͷ࣮ޮੑΛҾ͖ଓ͖֬อ͍͖ͯ͠·͢ɻ

ɹࣥߦ෦໳ʹ͓͚Δ֤छऔΓ૊Έ΍౰ࣾΛऔΓ͘ר

ର͢Δࣾ֎औక໾ͷཧղΛਂΊΔͨΊͷऔΓʹڥ؀

૊Έ͓Αͼࣾ֎औక໾ͷ஌ݟ౳Λࣥߦ෦໳΁ؐ͢ݩ

ΔऔΓ૊ΈΛڧԽ͢΂͘ɺ2023年౓͸ࣾ֎औక໾ʹ

ΑΔʮۀࣄώΞϦϯάʯʮۀࣄ現৔࡯ࢹʯʮࣾ௕ɾ໾

һΠϯλϏϡʔʯͷ࣮ࢪɺʮࣾ֎औక໾ͷΈͷձ߹ʯͷ

։࠵౳Λ͍ߦ·ͨ͠ɻ

ɹ·ͨɺܦӦܭըͷ಺༰ɾਐ௙ঢ়گΛؚΉձࣾͷऔΓ

૊Έ౳ʹ͍ͭͯɺגओΛ͸͡Ίͱ͢ΔεςʔΫϗϧ

μʔ΁ͷઆ໌ɺର࿩ͷػձΛॆ࣮ͤ͞ΔऔΓ૊ΈΛڧ

Խ͍͖ͯ͠·͢ɻ

ʢ�ʣऔక໾会ͷ࣮ޮੑ͚ͨ޲ʹ্޲औΓ૊Έ
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໾һ報ु

　当社は、2021年2月26日開催の取締役会において、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。
以下、業務執行取締役）の個人別報酬等の内容に係る決定方針を決議し、2022年5月13日開催の取締役会におい
て改定を決議しています。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について独立社外取締役が
過半数を占める「指名及び報酬諮問委員会」（現「報酬諮問委員会」）へ諮問し、答申を受けています。

औక໾͕ߦ຿ࣥۀऔక໾ʹର͢Δใु͸ɺߦ຿ࣥۀ�˔

౰ࣾͷத௕ظతͳۀ੷্޲ͱۀاՁ஋૿େ΁ͷݙߩ

ҙཉΛߴΊɺגՁͷมಈʹΑΔརӹɾϦεΫΛגओ

ͱڞ༗͢ΔΠϯηϯςΟϒͱͯ͠े෼ػೳ͢ΔΑ

͏ɺใुͱۀ੷͓ΑͼࣜגՁ஋Λ࿈ಈͤͨ͞ใुମ

͠ࡍʹऔక໾ͷใुͷܾఆߦ຿ࣥۀʑͷݸͱ͠ɺܥ

ͯ͸֤৬੹Λ౿·͑ͨదਖ਼ͳਫ४ͱ͢Δ͜ͱΛجຊ

ํ਑ͱ͍ͯ͠·͢ɻۀ຿ࣥߦऔక໾ͷใु͸ʮجຊ

（ۚમɾݻఆ）ใुʯʮۀ੷࿈ಈۚܕમใुʯ͓ Αͼʮۀ

੷࿈ಈࣜגܕใुʯʹ ΑΓߏ੒͍ͯ͠·͢ɻ

˔�؂ಜػೳΛ୲͏؂ࠪ౳ҕһͰ͋Δऔక໾ɺ؂ࠪ౳ҕ

һͰͳ͍ඇۀ຿ࣥߦऔక໾ͷใु͸ɺͦ ͷ৬຿ʹؑ

Έɺجຊ（ۚમɾݻఆ）ใुͷΈΛࢧ෷͏͜ͱͱͯ͠

͍·͢ɻ
˔�͜ͷ͏ͪɺ؂ࠪ౳ҕһͰͳ͍ඇۀ຿ࣥߦऔక໾ͷݸ

ਓผͷใु౳ͷ಺༰ͷܾఆํ๏ʹؔ͢Δ߲ࣄʹ͍ͭ

ͯ͸ɺ1�0ʹࡌهͷۀ຿ࣥߦऔక໾ͷݸਓผͷใु

౳ͷ಺༰ͷܾఆํ๏ͱಉ༷ͷܾఆํ๏ΛͱΔ͜ͱ

Ͱɺใुܾఆաఔͷಁ໌ੑΛ֬อ͢Δ͜ͱͱ͍ͯ͠

·͢ɻ

ఆใݻຊ（ۚમ）ใु͸ɺ月ྫͷجऔక໾ͷߦ຿ࣥۀ�˔

ुͱ͠ɺଞࣾਫ४ɺ౰ࣾͷۀ੷ɺै ༩ͷਫ४౳څһۀ

Λ૯߹తʹצҊ͠ɺ͋ Β͔͡Ί࡞੒ͨ͠໾ҐʹԠ͡

ͨใुςʔϒϧʹԊܾͬͯఆ͠·͢ɻ

˔�౰֘جຊ（ۚમ）ใु͸14�ʹࡌهͷۀ੷࿈ಈۚܕમ

ใुͱͱ΋ʹ࣍年౓ͷ1年ؒɺ月ֹݻఆใुͱͯ͠

月࣍Ͱ͠څࢧ·͢ɻ

˔�ʮۀ੷࿈ಈۚܕમใुʯ͸ɺۀࣄ年౓͝ͱͷۀ੷্޲

ʹର͢ΔҙࣝΛߴΊΔͨΊۀ੷ࢦඪ（,1*）Λ൓ө͠

ͨ現ۚใुͱ͠ɺ֤ 年౓ͷ࿈݁੫ۚ౳ௐ੔લ౰ۀࣄ

७རӹظ年౓ͷ࿈݁੫ۚ౳ௐ੔લ౰࣍ʹ७རӹֹظ

༧૝ֹΛՃຯͯ͠ࢉग़͞Εֹͨͱ͠·͢ɻ

˔�Ұఆਫ४Ҏ্ͷ࿈݁੫ۚ౳ௐ੔લ౰ظ७རӹɾࣜג

഑౰ֹͷ৔߹ʹݶΓɺגओ૯ձܾٞʹΑΓརӹͷҰ

ఆ෦෼ͷ໾һ৆༩Λ͢څࢧΔ৔߹͕͋Γ·͢ɻ

˔�ʮ໾һʹର͢Δۀ੷࿈ಈࣜגܕใु੍౓ʯͷର৅ظ

ؒ͸ɺʮ౰ॳର৅ؒظʯ͓ Αͼ౰ॳର৅ܦؒظաޙʹ

։࢝͢Δ3ۀࣄ年౓͝ͱ（౰ॳର৅ܦؒظա੍ޙఆ

͞ΕΔதܦظӦܭըͷۀࣄ3͕ؒظ年౓ͱҟͳΔ৔

߹͸ͦͷۀࣄ年౓͝ͱ）ͷؒظͱ͠·͢ɻ
˔�֤औక໾౳ʹର͢Δ౰ࣾࣜג౳ͷڅ෇ظ࣌͸ɺݪଇ

ͱ֤ͯ͠ର৅ؒظͷ࠷ऴۀࣄ年౓ͷۀ੷֬ఆޙʹ͓

͍ͯɺ౰֤֘ର৅ؒظʹ͓͍ͯ෇༩͞ΕͨྦྷܭϙΠ

ϯτ਺ʹԠͨ͡౰ࣾࣜגΛڅ෇͠·͢ɻͨ ͩ͠ɺೲ

੫֬ۚࢿอͷ؍఺͔Βɺ౰֘ྦྷܭϙΠϯτ਺ͷ�0�

ʹ૬౰͢Δ਺ͷ౰ࣾࣜגʹ͍ͭͯ͸ɺ׵Ձ্ͨ͠Ͱɺ

౰֘औక໾౳ʹରͯ͠ɺ౰֘׵Ձॲ෼ۚ૬౰ͷۚમ

Λڅ෇͠·͢ɻ

ɹ2023年3月຤日Ͱऴྃ͢Δۀࣄ年౓͔Β202�年3

月຤日Ͱऴྃ͢Δۀࣄ年౓·Ͱͷ3ۀࣄ年౓（ҎԼɺ

౰ॳର৅ؒظɻதܦظӦܭը౳ͷؒظΛ૝ఆ）ʹ ͓͍

ͯɺऔక໾౳ʹରͯ͠෇༩͢ΔϙΠϯτ͸1ۀࣄ年౓

౰ͨΓ41
000ϙΠϯτ（͏ͪɺۀ຿ࣥߦऔక໾෼ͱ͠

ͯ30
340ϙΠϯτ）Λ্ݶͱ͠ɺ౰ॳର৅ؒظதͷ3

年౓ʹ͓͍ͯɺऔక໾౳ʹରͯ͠෇༩͢ΔϙΠϯۀࣄ

τ͸123
000�ϙΠϯτ（͏ͪɺۀ຿ࣥߦऔక໾෼ͱ͠

ͯ�1
020ϙΠϯτ）Λ্ݶͱ͠·͢ɻͳ͓ɺ෇༩͞Ε

ΔϙΠϯτ͸औక໾౳ʹର͢Δڅࣜג෇ʹ͠ࡍɺ1ϙ

Πϯτ౰ͨΓ౰ࣾ͞ࢉ׵ʹג1ࣜגΕ·͢ɻ

業੷࿈ಈܕ株式報ु౳ͷ಺༰ɺֹ ͓Αͼࢉఆํ๏

業੷࿈ಈܕ株式報ु౳Λ༩͑Δظ࣌ɾ৚݅ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑

ɹ֤ۀ຿ࣥߦऔక໾͓Αͼऔక໾Ͱͳ͍ৗ຿ࣥߦ໾һҎ্ͷࣥߦ໾һ（ҎԼɺऔక໾౳）ʹ ରͯ͠ɺ໾Ґ͓Αͼத

年౓͝ͱʹҎԼͷϙΠϯτΛ෇༩͠·͢ɻۀࣄ੷໨ඪͷୡ੒౓ʹԠͯ͡ɺۀ͍ͨͮجʹը౳ܭӦܦظ

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数（人）基本（金銭）

報酬
業績連動型
金銭報酬

業績連動型
株式報酬

取締役（監査等委員および社外取締役を除く） 188 112 �� 1� 4

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く） 1� 1� ʕ ʕ 1

社外役員 42 42 ʕ ʕ �

（注1） 2023年度末現在の社外役員は5名です。上記員数と相違しているのは、2023年6月28日開催の第115期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退
任した社外取締役（監査等委員）1名が含まれているためです。

（注2） 取締役（監査等委員であるものを除く。）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。
（注3） 取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬限度額は、2022年6月28日開催の第114期定時株主総会決議（当該株主総会決議時における対象となる取締

役の員数は6名）（うち社外取締役2名）において、月額20百万円以内（うち社外取締役分1.7百万円以内）（ただし、使用人分給与は含まない）と決議されていま
す。また、別枠で、同株主総会決議（当該株主総会決議時における対象となる取締役の員数は4名）において、取締役（社外取締役および監査等委員である取締
役を除く）および取締役でない常務執行役員以上の執行役員に対する信託を用いた業績連動型株式報酬制度を改定し、信託金の上限額は対象期間である3事
業年度ごとに167百万円と決議されています。

（注4） 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年6月26日開催の第107期定時株主総会決議（当該株主総会決議時における対象となる取締役（監査等委員）の員
数は4名）において、月額5百万円以内と決議されています。

（注5） 上記取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の業績連動型株式報酬の欄には、2023年度に係る費用計上額を記載しています。

����೥౓ͷ໾һ۠෼͝ͱͷ報ु౳ͷ૯ֹɺ報ु౳ͷछྨผͷ૯ֹ͓Αͼର৅ͱͳΔ໾һͷһ਺

ຊํ਑ج�˙

ਓผͷ報ु౳ͷֹͷܾఆʹؔ͢Δํ਑ݸຊʢۚમʣ報ुͷج�˙
�ʢ報ु౳Λ༩͑Δظ࣌·ͨ͸৚݅ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑ΛؚΉʣ

˙�業੷࿈ಈۚܕમ報ु౳ฒͼʹඇۚમ報ु౳ʢҎԼɺ業੷࿈ಈܕ株式報ुʣͷ಺༰͓Αͼֹ·ͨ͸਺ͷ
� ͸৚݅ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑ΛؚΉʣͨ·ظ࣌ఆํ๏ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑ʢ報ु౳Λ༩͑Δࢉ

業੷࿈ಈۚܕમ報ु౳ͷ಺༰͓Αͼֹ·ͨ͸਺ͷࢉఆํ๏ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑

業੷࿈ಈܕ株式報ु౳ͷ಺༰͓Αͼֹ·ͨ͸਺ͷࢉఆํ๏ͷܾఆʹؔ͢Δํ਑

事業部໳Λॴ؅͠ͳ͍·ͨ͸ίーポϨートຊ部Λॴ؅͢Δऔక໾౳
෇༩ϙΠϯτ�ʹ�໾ҐผجຊϙΠϯτ�ºۀ�੷࿈ಈ܎਺（ᶃº1�0）�

事業ຊ部Λॴ؅͢Δऔక໾౳
෇༩ϙΠϯτ�ʹ�໾ҐผجຊϙΠϯτ�ºۀ�੷࿈ಈ܎਺（ᶃº0��ʴᶄº0��）�
* 業績連動係数は①ROEおよび②部門別営業利益の目標達成度に応じて0%～144%まで変動する
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項目 リスク内容

1 気候変動
・世界的な環境意識の高まりや低炭素・脱炭素型社会への移行によるエネルギーシフトが加速す
る中、LNG・原油等のタンク需要減少により生じる事業環境への悪影響
・事業に起因した環境問題が発生した場合の社会的な信用低下

2 プロジェクトの遂行

物流ソリューション事業
・短納期化が求められる中での予期せぬ建築施工計画の変更による工期圧縮や、大型プロジェクト
の同時進行による納期調整等を要因とした、想定外のコスト増
・海外の特定取引先から調達している主要な製品や部材が安定的に調達できない場合のプロジェ
クト遂行への影響

プラント事業・次世代エネルギー開発事業
・工事従事者の不足や資機材の調達価格の高騰、現場監督者の技術継承が遅れた場合の事業遂行へ
の影響

・地政学リスクの影響による部材等の不足や価格高騰
・製品への重大なクレーム・トラブルによるプロジェクト収益の悪化および社会的評価の低下
・�その他、海外事業に内在するリスク�
a)法律または規制の予期せぬ変更　b)政治経済の不安定性　c)人材確保の困難性�
d)不利な税制改正　e)テロ、戦争、疫病、災害、その他の要因による社会的混乱

3 人材の確保・育成 ・人材の流出および採用コストの上昇による事業活動への影響

4 受注競争の激化

・採算面での不合理な下方圧力
・顧客の政策・方針や、業界の経営環境変化、業界再編の動きによる受注活動への影響
・製品・技術のライフサイクルが短命化する中、市場からの要請に対応が遅れた場合のグループ競
争力の低下
・経営環境や事業の状況の著しい変化等により収益性が低下し、十分なキャッシュ・フローを創出
できない場合の当該固定資産の減損損失計上による業績および財政状態への影響

5 新規事業の立ち上げ ・主力事業に続く第3の柱となる事業の創出が遅れた場合の業績および財政状態への悪影響

6 労働安全衛生 ・事件・事故が発生した場合の損害賠償の発生、刑事罰・行政処分の執行、社会的信用の失墜等

7 コンプライアンス ・国内外の関連法規等への抵触による、課徴金等の発生や当社グループへの社会的信用の低下

8 自然災害・疫病等
・想定以上の災害発生による深刻な物的・人的被害
・疾病等の感染拡大の影響は、多方面にわたるリスクとして認識

9 情報セキュリティ
並びに情報インフラ整備

・予期せぬサイバー攻撃による機密情報の消失・漏洩による当社グループへの信頼性の喪失
・DXの取り組みに遅れを取った場合や、既存業務系基幹システム等の稼働に支障をきたした場合
の事業機会の喪失

10 市場動向等

物流ソリューション事業
・景気後退や少子高齢化の進展等による物流量の低下から生じる物流関連施設への投資停滞
・航空関連需要の動向

プラント事業・次世代エネルギー開発事業
・世界的な景気動向、産油・産ガス国や消費国の経済・社会情勢、各国のエネルギー・環境政策、原
油・LNG価格の動向等による設備投資計画の中止・延期・大幅見直し等

・�その他、経済環境が悪化した場合に想定されるリスク�
a)為替相場の変動　b)金利の変動　c)保有有価証券の評価

（注）�文中の将来に関する事項は、2023年度（2024年3月期）の有価証券報告書提出日（2024年6月26日）現在における判断によるものです。

　当社グループの事業活動に影響を与える可能性のあるリスクのうち、重要な影響を及ぼす可能性のある事項に
は以下のようなものがあります。
　ただし、これらは当社グループに関するすべてのリスクを網羅したものではなく、予見することが困難なリスク
も存在します。

■ 業務執行取締役の個人別の報酬等の内容の決定方法に関する事項

　当社は個人別の業務執行取締役の報酬額について

は、「取締役（社外取締役および監査等委員である取締

役を除く）の報酬決定方針および手続 」をコーポレー

トガバナンス・ガイドラインにて定め、独立社外取締

役が過半数を占める「 報酬諮問委員会 」による協議・

答申を経て、取締役会の決議により決定することと

し、報酬決定過程の透明性を確保しています。

■ 2023年度に係る業務執行取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が
 判断した理由

　取締役会より諮問を受けた「 報酬諮問委員会 」にお

いて、原案について決定方針との整合性を含めた多角

的な検討を行い、報酬テーブルに当てはめて具体的な

金額等の確認をした上で、取締役会に答申を行ってい

るため、業務執行取締役の個人別の報酬等の内容を決

定するにあたっては、取締役会は基本的にその答申を

尊重しており、決定方針に沿うものであると判断して

います。

　なお、2023年度においては、政策保有株式のうち上

場株式1銘柄の売却を行い、その売却額は1,325百万

円となりました。2024年3月末現在における保有目

的が純投資目的以外の目的である投資株式の連結貸

借対照表計上額の合計は3,793百万円となり、連結純

資産計上額37,752百万円の10.0%となっています。

政策保有株式

　当社は、株式の政策保有および議決権行使に関する基本方針を以下の通り定めています。

1.  企業価値の向上を目的として取引先との関係・提携強化を図る場合を除き、政策保有株式を保有しません。また、政策保有株式
の新規取得や保有株式の買い増しや処分等の要否は、社内規程の定めに従い取締役会に諮ります。

2.  毎年、取締役会で、個別の株式の保有目的や、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を精査し、保有の適否
を検証します。

3.  議決権の行使については、
 ● 保有先の業績の悪化が数年間継続し回復の目途が立たない場合

 ● 財務報告に係る内部統制の重要な欠陥が明らかになり、かつ改善の見込みが立たない場合など、政策保有目的の合理性に
合致しない恐れのある場合

 は、原則反対します。

4. 自社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）からその株式の売却等の意向が示された場合には、取引
の縮減を示唆することなど、売却等を妨げる可能性のある不当な行為は行いません。

5.  政策保有株主との間で、取引の経済合理性を十分に検証しないまま取引を継続するなど、会社や株主共同の利益を害するよ
うな取引を行いません。

詳細はコーポレートガバナンス・ガイドライン、コーポレート・ガバナンス報告書、有価証券報告書をご参照ください。

 コーポレートガバナンス・ガイドライン https://www.toyokanetsu.co.jp/pdf/ir/corporate_governance_3.pdf
 コーポレート・ガバナンス報告書 https://www.toyokanetsu.co.jp/pdf/ir/corporate_governance_4-2.pdf
 有価証券報告書 https://www.toyokanetsu.co.jp/ir/securities.html

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については決定していませんが、業績連動報酬の導入意図を鑑み、上位の

役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成としています。

■ 基本（金銭）報酬の額、業績連動型金銭報酬等の額または業績連動型株式報酬等の額の取締役の
 個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

 詳細は有価証券報告書をご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/ir/securities.html
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執行役員
安全環境・品質保証部管掌

飯田 仁志

　当社グループでは、「安全は何よりも勝る」を労働安全衛生の基本的な考え方とし日々
変化していく労働環境に対応しながら、社員全員の安全と健康の確保に努めています。
　現場作業環境においては、働き方改革関連法による労働時間の上限が課されたことで
生じる2024年問題の影響や、労働者の減少、高齢化による健康問題および技術継承者
不足など早急に取り組むべき課題は多いと認識しています。
　これらの課題に対して効果的な施策を継続して打ち出していくことで、休業労災、交
通事故ゼロを達成すべく予防安全活動を推進しています。

　当社グループの事業に関わるすべての人々の人権を尊重することが社会的責務であると考え方のもと、人権方針
を策定しています。また「人権デュー・ディリジェンスの実施」や「救済措置」の取り組みを推進しています。

労働災害発生状況

人権方針の策定

　取締役会承認のもと、2024年7月に「トーヨーカネツグループ人権方針」を策定しました。当社グループのすべ
ての役職員への理解と浸透を図り、人権尊重に取り組んでいます。

安全衛生管理体制

安全活動の行動指針

推進管理体制

　当社グループの人権尊重への取り組みは、トーヨーカネツ株式会社の代表取締役社長を責任者、サステナビリ
ティ委員会を推進管理部署とし、グループ一体で取り組みを進めています。
　また、サステナビリティ委員会では、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則った対応プロセスにより各
種対策等を実施しています。

体制 対応プロセス

ステークホルダー

コミットメント

サプライヤー
従業員 地域社会

TKKグループ
従業員

取締役会

経営会議

サステナビリティ委員会

各事業本部等・グループ会社

報告
諮問

トーヨーカネツグループ人権方針

救済措置

内部通報・相談窓口

ヘルプライン（グループ従業員用）

人権デュー・ディリジェンス

人権リスクの
特定・評価

対策（防止・軽減）の
検討・実施

ステークホルダー
への情報開示

モニタリングの
実施・評価

　当社では様々な環境・状況下で発生する労災事故
に対して即応性が高く効果的な予防安全活動を実現
するため、常に再発防止を意識した活動を展開してい
ます。

　当社では、安全環境・品質保証部を社長直下の管掌
部門に設置した上で、社員の安全に関する意識向上を
常に意識した活動を行っています。
　重篤な労災事故が発生した場合は現場や全グルー
プ会社に水平展開できる体制を構築し、注意喚起、再
発防止策など情報の共有化を図っています。

労災事故に関する把握・観察

安全活動の強化

事故真因を特定し有効な施策を検討
先入観にとらわれない俯瞰的目線

業務別に効果的施策を実施
現場、事務所、グループ会社など
作業者目線での施策の実施

過去データの整理
ヒヤリ・ハット事例の整理
作業者目線での施策考案
安全パトロール実施

当社グループ会社すべてに向けた
予防安全活動の強化

事故の真因を特定し、
再発防止策の方向性検討

効果的予防安全活動施策の
決定

社長

トーヨーカネツ安全衛生委員会 管掌役員

ソリューション
事業本部

安全環境・
品質保証部

安全環境・
品質保証部 トーヨーコーケン（株)

環境リサーチ（株)

環境計測（株)

トーヨーカネツ
ビルテック（株)

現場 製造 本社 現場 本社千葉
事業所

千葉
事業所

施工現場
メンテナンス
現場

コーポレート
本部

プラント
事業本部

次世代エネルギー
開発事業本部

みらい創生
事業本部

和歌山工場 左記以外

安全環境・品質保証部

開発試験棟 
エデュケーション
センター

メンテナンス
現場
次世代エネルギー
開発事業本部  現場

意識改善にむけた啓蒙活動の強化

　当社ではグループ会社を含め過去に発生した労災事故調査データを分析することにより、効果的な予防安全活
動を実施しています。
　労災事故の真因を特定し、効果的な再発防止策の実
施や、現場、事務所内における積極的な安全パトロール
の実施などの活動を行っています。
　また、安全に対して社員自らが考え行動する組織へ
の進化を目指し、即効性のある施策の積極的実施がで
きる環境づくりにも努めています。 タンクメンテナンス現場における

安全パトロール
物流センターにおける
安全パトロール

トーヨーカネツグループ安全衛生管理体制

トーヨーカネツグループ労働災害件数（交通事故以外） トーヨーカネツグループ交通事故発生件数

2021年度 2022年度 2023年度

（単位：件）

2021年度 2022年度 2023年度

（単位：件）

0

3

6

9

12

15

0

10

20

30

40

50

■ 休業4日以上の災害　■ 休業1～3日の災害　■ 不休災害　● 合計
　

3

0

6

2

8

1

12

9
10

13

■ 人身　■ 物損　■ 他損　● 合計
　

1

7

39

3

34

6

1

29

19

40
37 30

0
0

（注）�他損事故は事故件数合計値に含まず

 詳細は人権尊重への取組ページをご参照ください。https://www.toyokanetsu.co.jp/sustainability/social/humanrights.html
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Ѩ部�࿨ਓ
取締役 常勤監査等委員

在任年数 9年／所有株式数 4,136株

�Ұ༤ాڇ
社外取締役 監査等委員

在任年数3年／所有株式数 610株

ଜ�मೋؠ
社外取締役 監査等委員

在任年数1年／所有株式数 139株

தଜ�ॏ࣏
社外取締役 監査等委員

在任年数 9年／所有株式数 1,216株

େ࿨ా�ೳ࢙
代表取締役社長

在任年数 5年／所有株式数 6,408株

հܒ�ۄၲ
取締役 副社長執行役員

在任年数 9年／所有株式数 9,085株

খྛل߁�
取締役 専務執行役員

新任／所有株式数3,458株

໌�ݪ֟
取締役 専務執行役員

在任年数 2年／所有株式数 1,673株

ञҪ�༝߳ཬ
社外取締役

在任年数 2年／所有株式数363株

ࢠر�ਅ౻ࠤ
社外取締役

在任年数 2年／所有株式数363株

2000 年 4月 （株）サイバーエージェント入社
2005 年10月 （株）ウエディングパークへ出向
2006 年10月 （株）サイバーエージェント・ベンチャーズ

（現（株）サイバーエージェント・キャピタル）へ出向
2016 年 6月 （株）iSGSインベストメントワークスを設立、

取締役 代表パートナー
2018 年12月 （株）リブ社外取締役
2021 年 6月 東京データプラットフォーム協議会推進会議委員
2022 年 5月 文部科学省 次世代アントレプレナー育成事業終了評価委員
2022 年 6月 当社社外取締役（現任）
2023 年 2月 （株）iSGSインベストメントワークス代表取締役 代表パートナー

（現任）
2024 年 1月 （一社）日本ベンチャーキャピタル協会理事（現任）

1991 年 4月 野村證券（株）入社
2005 年 1月 （株）コーポレートチューン取締役
2005 年 6月 （株）ユナイテッドアローズ常勤社外監査役
2008 年 6月 （株）リプロセル社外監査役
2013 年 9月 （株）ビューティ花壇社外監査役
2016 年 6月 （株）ユナイテッドアローズ社外取締役（常勤監査等委員）
2017 年10月 ティーライフ（株）社外取締役（監査等委員）
2019 年 3月 （株）ユーザベース社外取締役（監査等委員）
2021 年 6月 大平洋金属（株）社外取締役（現任）
2022 年 6月 当社社外取締役（現任）

1982 年 4月 当社入社
2006 年 7月 当社機械・プラント事業部国内営業部長
2009 年 4月 当社管理本部経営管理部長
2010 年 4月 当社執行役員管理本部経営管理部長
2012 年 4月 トーヨーカネツソリューションズ（株）（現当社）へ出向、

同社執行役員
2013 年 4月 同社へ転籍、同社常務執行役員
2015 年 4月 当社へ転籍、当社常務執行役員 管理本部副本部長
2015 年 6月 当社取締役 常務執行役員 管理本部副本部長
2016 年 4月 当社取締役 常務執行役員 管理本部長
2018 年 4月 当社取締役 専務執行役員 管理本部長
2019 年 4月 当社取締役 専務執行役員 コーポレート本部長
2020 年 4月 当社取締役 副社長執行役員
2022 年 4月 当社取締役 副社長執行役員社長補佐
2023 年 4月 当社取締役 副社長執行役員 リスクマネジメント室管掌、特命

担当（現任）
2024 年 3月 環境リサーチ（株）取締役（現任）

1990 年 4月 当社入社
2002 年10月 トーヨーカネツソリューションズ（株）（現当社）へ転籍
2011 年 4月 同社プロジェクト統括部長
2015 年 4月 同社執行役員 経営管理部、プロジェクト統括部、施工管理部、

サービス部管掌
2019 年 4月 当社と同社との合併、当社常務執行役員 ソリューション事業本部

海外事業部、空港システム部、施工管理部、サービス営業部管掌
2022 年 4月 当社専務執行役員 ソリューション事業本部長
2024 年 6月 当社取締役 専務執行役員 ソリューション事業本部長（現任）

1983 年 4月 （株）埼玉銀行（現（株）りそな銀行）入行
2003 年 4月 （株）埼玉りそな銀行さいたま営業第一部長
2005 年 7月 同行志木支店長
2007 年 6月 （株）りそな銀行室町支店長
2013 年 4月 同行国際事業部長
2015 年10月 当社へ出向
2016 年10月 当社へ転籍、当社執行役員 管理本部経営管理部長
2018 年 3月 環境リサーチ（株）取締役（現任）
2018 年 4月 当社常務執行役員 管理本部副本部長
2020 年 4月 当社常務執行役員 環境・産業インフラ事業本部長兼コーポレート

本部副本部長
2021 年 4月 当社専務執行役員 環境・産業インフラ事業本部長兼コーポレート

本部副本部長、環境計測（株）取締役（現任）
2022 年 4月 当社専務執行役員社長補佐 みらい創生事業本部長
2022 年 6月 当社取締役 専務執行役員社長補佐 みらい創生事業本部長
2023 年 4月 当社取締役 専務執行役員 みらい創生事業本部長（現任）

1985 年 4月 当社入社
2002 年10月 トーヨーカネツソリューションズ（株）（現当社）へ転籍、

同社営業本部システムセールス第一部長
2006 年 7月 同社システム本部SI部長
2008 年 4月 同社執行役員システム本部長
2015 年 4月 同社常務執行役員
2018 年 4月 当社へ転籍、当社執行役員、トーヨーカネツソリューションズ（株）

（現当社）へ出向、同社取締役 常務執行役員
2019 年 4月 当社常務執行役員 ソリューション事業本部長
2019 年 6月 当社取締役 常務執行役員 ソリューション事業本部長
2021 年 4月 当社取締役 副社長執行役員 ソリューション事業本部長
2022 年 4月 当社代表取締役社長
2023 年 4月 当社代表取締役社長 安全環境・品質保証部、GX推進室、次世代

エネルギー開発室管掌
2024 年 4月 当社代表取締役社長 次世代エネルギー開発事業本部、安全環境・

品質保証部管掌（現任）

1976 年 4月 当社入社
2000 年 7月 当社経営管理統括部経理部長
2002 年12月 当社執行役員
2003 年 7月 トーヨーカネツソリューションズ（株）（現当社）へ出向、

同社執行役員 管理本部副本部長
2004 年 8月 同社管理本部長
2009 年 4月 当社執行役員 管理本部総務・人事部長兼千葉事業所長
2009 年 6月 トーヨーコーケン（株）社外監査役
2012 年 4月 当社執行役員 総務・人事、千葉事業所担当
2012 年 6月 当社常勤監査役
2015 年 6月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

1976 年 4月 （株）埼玉銀行（現（株）りそな銀行）入行
2006 年 6月 同行取締役兼専務執行役員 総合資金部担当兼

コーポレートガバナンス室担当
2008 年 6月 同行代表取締役副社長兼執行役員 人材サービス部担当兼

コーポレートガバナンス事務局担当
2009 年 6月 （株）りそなホールディングス執行役 

コーポレートコミュニケーション部担当兼人材サービス部担当
2011 年 6月 （株）りそな銀行代表取締役副社長兼執行役員 

コーポレートセンター（経営管理部除く）担当統括
（株）埼玉りそな銀行社外取締役

2012 年 4月 りそな総合研究所（株）代表取締役社長
2013 年 6月 当社社外監査役
2014 年 6月 （株）エフテック社外監査役、

リケンテクノス（株）社外監査役
2015 年 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2016 年 6月 リケンテクノス（株）社外取締役（監査等委員）（現任）
2018 年 6月 （株）商工組合中央金庫社外取締役

1975 年 4月 日本光学工業（株）（現（株）ニコン）入社
2005 年 6月 同社常務取締役兼上席執行役員 精機カンパニープレジデント
2007 年 6月 同社取締役兼専務執行役員 精機カンパニープレジデント
2013 年 6月 同社代表取締役兼副社長執行役員 知的財産本部担当役員、

精機カンパニープレジデント、経営企画本部副担当役員
2014 年 6月 同社代表取締役 取締役社長兼社長執行役員

メディカル事業推進本部管掌、新事業開発本部管掌
2017 年 6月 同社代表取締役 取締役社長兼社長執行役員 

新事業開発本部担当、光学本部担当、研究開発本部担当
2019 年 4月 同社代表取締役会長
2020 年 4月 同社取締役会長
2021 年 5月 （一社）日本望遠鏡工業会会長
2021 年 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）、

（株）ニコン取締役取締役会議長、
日本光学工業協会会長（現任）

2022 年 4月 （一社）日本光学硝子工業会会長
2022 年 6月 JSR（株）社外取締役（現任）*

* 2024年6月27日退任

1976 年 4月 検事任官
2002 年10月 東京地方検察庁特別捜査部長
2010 年 6月 仙台高等検察庁検事長
2011 年 8月 名古屋高等検察庁検事長
2012 年10月 弁護士登録、長島・大野・常松法律事務所顧問
2013 年 5月 （株）ファミリーマート社外監査役
2013 年 6月 （株）リケン社外監査役
2015 年 3月 キヤノン電子（株）社外監査役（現任）
2015 年 6月 （株）北海道銀行社外監査役（現任）
2017 年10月 年金積立金管理運用独立行政法人 経営委員兼監査委員
2018 年 6月 林兼産業（株）社外取締役
2019 年 6月 （株）リケン社外取締役（監査等委員）
2020 年 1月 弁護士法人東京フレックス法律事務所
2021 年 4月 T&K法律事務所（現任）
2023 年 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）、

林兼産業（株）社外取締役（監査等委員)（現任）
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 ����೥౓ ʢߟࢀʣ�����೥౓

（単位：百万円） （単位：千米ドル*2）
売上高 ¥46,572 ¥41,932 ¥41,758 ¥45,188 ¥46,518 ¥43,617 ¥59,177 ¥47,351 ¥53,787 $355,433

営業利益 3,024 3,080 2,265 1,406 2,591 2,623 2,808 2,497 3,090 20,424

経常利益 3,227 3,441 2,646 1,771 2,970 3,053 3,474 2,896 3,579 23,652

親会社株主に帰属する当期純利益 1,906 3,746 2,362 1,025 1,717 1,777 2,334 2,378 3,554 23,486

総資産額 51,368 53,228 55,818 64,756 60,985 58,764 64,290 64,001 67,891 448,633

純資産額 34,376 35,481 36,666 35,234 34,602 36,484 36,477 38,087 37,752 249,468

株主資本額 32,136 33,978 34,207 33,324 32,722 33,068 34,450 34,789 35,871 237,043

（単位：円） （単位：米ドル*2）

1株当たり当期純利益金額*1（EPS） 174.53 373.78 251.26 112.80 195.87 212.41 285.43 293.63 456.13 3.01

1株当たり配当金*1 50.00 120.00 100.00 100.00 100.00 115.00 145.00 147.00 229.00 1.51

1株当たり純資産*1（BPS） 3,339.15 3,702.00 3,941.68 3,897.68 4,095.51 4,461.06 4,460.55 4,708.95 4,894.51 32.34

（単位：%）

自己資本比率 66.9 66.7 65.7 54.4 56.7 62.1 56.7 59.5 55.6 ̶

配当性向 28.6 32.1 39.8 88.7 51.1 54.1 50.8 50.1 50.2 ̶

自己資本利益率（ROE） 5.4 10.7 6.5 2.9 4.9 5.0 6.4 6.4 9.4 ̶

総資産経常利益率（ROA） 6.0 6.6 4.8 2.9 4.7 5.1 5.6 4.5 5.4 ̶

（単位：百万円） （単位：千米ドル*2）

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,041 △2,131 3,726 △6,698 6,955 1,482 △1,097 1,105 △739 △ 4,887

投資活動によるキャッシュ・フロー △766 △1,714 △85 △1,315 △812 △338 △830 826 △1,045 △ 6,907

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,640 △2,820 2,032 3,249 △2,351 △5,176 3,208 △3,719 3,120 20,621

当社グループは日本基準で連結財務諸表を作成しています。
百万円未満は切捨てで計算しています。
*1  当社は、2017年10月1日を効力発生日として普通株式10株につき1株の割合をもって株式併合を行っています。
 これに伴い、2017年3月31日に終了した事業年度以前の1株当たり当期純利益、1株当たり配当金、および1株当たり純資産を組み替えて表示しています。
*2 米ドル建に関しては2024年3月31日現在の為替レートを参考に、1米ドル＝151.33円で換算しています。
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マテリアリティ 年度 2021 2022 2023 単位

" 事業を通して解決し企業価値向上を目指す課題

（1）  気候変動による
事業環境変化への対応*1

エネルギー使用量（原油換算） 1,058 997 915 kL

　エネルギー使用量（電力） 3,483 3,269 3,114 千kWh

　エネルギー使用量（LPG） 123 118 126 t

　エネルギー使用量（都市ガス） 0.1 0.1 0.1 千m3

CO2排出量 1,783 1,378 1,323 t-CO2

GHG排出量（Scope1）*2 2,214 2,155 2,292 t-CO2e

GHG排出量（Scope2オフセット前）*2 2,928 2,466 2,403 t-CO2e

GHG排出量（Scope2オフセット後）*2 ̶ 1,444 1,371 t-CO2e

GHG排出量（Scope3）*2 204,327 285,324 270,508*3 t-CO2e

非化石証書購入金額*4 ̶ 943 1,263 千円

非化石証書購入量 ̶ 2,300 2,477 千kWh

売上高当たりCO2排出量 0.04 0.04 0.03 t-CO2／百万円

水使用量 9.0 9.3 9.9 千m3

廃棄物総量 268 243 265 t

（2） 国内人口の減少への
　　対応*1

自己都合離職率*5 1.9 1.9 1.3 %

平均勤続年数 15.7 15.7 15.3 年

育児休業取得者数*6 18 22 15 人

　育児休業取得者数（男性） 8 11 6 人

　育児休業取得者数（女性） 10 11 9 人

育児休業後復職者数*6 11 16 7 人

時短勤務取得者数 11 9 18 人

　時短勤務取得者数（男性） 0 0 1 人

　時短勤務取得者数（女性） 11 9 17 人

介護休業取得者数 0 0 0 人

年次有給休暇取得率*7 66.8 71.8 76.5 %

年平均労働時間*8 1,974 1,936 1,918 時間

年平均超過労働時間 268.6 233.2 213.5 時間

月平均超過労働時間 22.4 19.1 17.9 時間

# 持続的な企業価値向上のために取り組む課題

（3） 人材の育成と活用*1 従業員数*9 577 582 596 人

　従業員数（男性） 471 471 481 人

　従業員数（女性） 106 111 115 人

従業員平均年齢 44.6 44.8 44.7 歳

管理職平均年齢*10 51.4 51.9 51.8 歳

新卒採用人数 8 12 17 人

　新卒採用人数（男性） 6 5 14 人

　新卒採用人数（女性） 2 7 3 人

キャリア採用人数 16 23 21 人

外国籍従業員数 10 9 14 人

管理職比率*10 12.8 12.5 12.1 %

マテリアリティ 年度 2021 2022 2023 単位

女性管理職比率*10 5.41 6.85 8.33 %

準管理職（チームリーダー）数 55 56 54 人

準管理職（チームリーダー）女性比率 12.7 12.5 9.3 %

男女の賃金差異に関する実績（全労働者） 60.6 62.1 64.4 %

　男女の賃金差異に関する実績（うち正規雇用）*11 61.2 62.7 65.5 %

　男女の賃金差異に関する実績（うち非正規雇用）*12 45.2 31.2 41.5 %

年間研修費用 36,270 50,163 47,266 千円

年間研修費用（従業員1人当たり） 63 86 79 千円

資格取得奨励件数 41 20 19 件

資格取得奨励金額 1,450 870 920 千円

重要資格取得者数*13 90 75 73 人

（4） 新技術の開発と活用*2 年間研究開発費 602,872 568,662 468,571 千円

（6） 生産性の向上*1 従業員1人当たり売上高 65,155 48,411 60,927 千円

従業員1人当たり営業利益 2,967 1,950 3,309 千円

$ "・ #  の前提となる課題

（7）安全衛生の確保*1 労働災害度数率 1.20 0.33 0.33 人／百万時間

労働災害強度率 0.02 0.02 0.03 日／千時間

死亡事故発生件数 0 0 0 件

不休災害度数率 1.50 1.64 1.65 人／百万時間

総労働時間 3,332,459 3,052,661 3,035,719 時間

グループ安全会議開催回数 1 1 1 回

安全パトロール実施回数 213 229 199 回

ストレスチェック回答率 96.0 95.8 95.0 %

（8） コンプライアンス・
ガバナンスの堅持*2

コンプライアンス研修参加者数*14 ̶ 91 90 人

ヘルプライン（内部通報制度）利用件数 7 7 9 件

（9）リスクマネジメントの
  高度化*2

情報セキュリティ研修受講率 100 100 100 %

安否確認訓練参加率（年平均） 92.4 93.7 94.9 %

リスク管理研修回数 6 5 4 回

AED講習受講者数*15 39 31 148 人

（10）積極的なチャレンジや
     スピード感がある
     企業風土への変革

表彰制度‒改善提案数*2, 16 1,014 1,023 866 件

表彰制度‒改善提案提出率*1, 17 70.7 79.8 73.0 %

*1    トーヨーカネツ（株）単体
*2    トーヨーカネツ（株）および連結子会社
*3    2024年8月現在、2023年度Scope3排出量については一部算定中につき暫定値
*4    金額は税抜表示
*5    対象：正社員（含むシニア、除く出向）+契約社員+派遣社員+パート社員+出向者（受入）
*6    育児休業取得者数を母集団とした、復職者数。継続取得者も計上
*7     取得目標値：2021年度は13日以上、2022年度以降は新規付与日数の70%
*8    対象：正社員（含むシニア、除く出向）
*9    対象：取締役、執行役員、社員
*10    管理職：執行役員を除くグループマネジャー、部長
*11  対象：役員を除く正規雇用（正社員＋継続雇用）社員
*12  対象：非正規雇用（パート、契約）社員
*13  「1級建築士」「技術士」「1級施工管理技士」の在籍人数
*14  対象：グループ子会社含む取締役・執行役員、中途入社者、新入社員
*15  2022年度まで本社のみ。2023年度より各センターの受講者数も計上
*16  提案総数は延べ数であり、1人による複数の提案もカウント
*17  提出率=トーヨーカネツ（株）単体の提案総数／期末トーヨーカネツ（株）対象従業員数。提案総数は延べ数であり、1人による複数の提案もカウント
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トーヨーカネツ株式会社　本社 東京都江東区南砂2-11-1

　千葉事業所 千葉県木更津市築地2

　和歌山工場 和歌山県有田市野457

　カスタマーサポート部

　　札幌センター 北海道札幌市厚別区厚別中央3条5-7-23

　　仙台センター 宮城県名取市杜せきのした4-4-11

　　さいたまセンター 埼玉県さいたま市南区別所3-14-7　石川ビル1階

　　•鶴ヶ島サテライト 埼玉県鶴ヶ島市脚折1497-23

　　東京センター 東京都江東区南砂1-25-2

　　•流山サテライト 千葉県流山市流山8-1315-1

　　横浜センター 神奈川県横浜市中区本町2-22　京阪横浜ビル5階

　　•厚木サテライト 神奈川県厚木市厚木町1-17　MPビル1階

　　名古屋センター 愛知県名古屋市守山区苗代2-18-13

　　大阪センター 大阪府摂津市千里丘東1-9-2

　　神戸センター 兵庫県神戸市東灘区御影石町1-1-10

　　岡山センター 岡山県岡山市北区今3-7-7　今3丁目アイズビル2階

　　福岡センター 福岡県福岡市博多区東雲町1-3-1　福岡雑餉隈第一生命ビル1階

　　テクニカルセンター
　　羽田サテライト

東京都大田区蒲田4-22-3　住友生命蒲田ビル2階

グループ会社
トーヨーコーケン株式会社 東京都江東区南砂2-11-1 ウインチ、ホイスト、荷揚機、バランサ、産業用ロボット等の設計、

製作、施工

トーヨーカネツ 
ビルテック株式会社

東京都江東区南砂2-11-1 建築事業 （建築物の企画・設計・施工、鋼管杭工事）、ゴンドラ
事業 （建築用仮設ゴンドラのレンタル・販売）

株式会社トーヨーサービス
システム

東京都江東区南砂2-11-1 リース事業、建物綜合管理、不動産事業、OA関連事業

環境リサーチ株式会社 東京都八王子市小門町112-2 アスベスト、シックハウス、騒音・振動、臭気などの調査、測定、
分析

環境計測株式会社 京都府京都市伏見区竹田北三ツ杭町
84

環境機器・計測機器の保守管理・点検・修理・データ解析、環境
調査、環境アセスメント、環境モニタリングシステム販売、環境測
定器・試薬などの販売

TKKプラントエンジ株式会社 東京都江東区南砂2-11-1 国内におけるタンクメンテナンス工事の現場監督・タンク設計の
業務に対する労働者派遣事業

株式会社スクラムソフトウェア 大阪府大阪市中央区南船場1-5-21
大日南船場ビル3階

物流・流通システムに特化したコンピューターシステムの設計・
開発・製造・販売（スクラッチ開発、パッケージの適用・カスタマ
イズ、開発ツール、データベースミドルウェアの評価・選定）

PT Toyo Kanetsu 
Indonesia

Midplaza Building 1, 8th Floor, 
JL.Jend. Sudirman Kav. 10-11, 
Jakarta 10220, INDONESIA

各種貯蔵用タンクの製造・販売

Toyo Kanetsu 
(Malaysia) Sdn. Bhd.

Sublot 51,1st Floor Medan Jaya 
Commercial Centre 97000 
Bintulu MALAYSIA

各種貯蔵用タンク、物流システム設備、機器の製造、販売

持分法適用会社
木本産業株式会社 和歌山県有田市野187-1 タンク建設・補修メンテナンス、防災・警備業、クリーンエネ

ルギー事業

会社概要

商号 トーヨーカネツ株式会社
TOYO KANETSU K.K.

本社所在地 東京都江東区南砂二丁目11番1号

創立 1941年5月16日

資本金 185億80百万円

発行済株式総数 8,323,074株

1単元の株式数 100株

従業員数 1,157名（連結）

証券コード 6369

株主名簿管理人・
特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL 0120‒232‒711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　
証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所
プライム市場

独立監査人 仰星監査法人

大株主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 878 11.27

日本生命保険相互会社 414 5.31

株式会社りそな銀行 384 4.92

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 301 3.86

大栄不動産株式会社 212 2.72

JPモルガン証券株式会社 122 1.57

トーヨーカネツ従業員持株会 120 1.55

住友生命保険相互会社 115 1.48

佐藤工業株式会社 111 1.42

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社 100 1.28

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

（注）発行済株式総数に占める株主別保有割合

金融機関 26.7%
金融商品取引業者 3.1%
その他法人 11.1%
外国法人等 13.8%
自己株式 6.4%
個人・その他 38.9%
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ACTION FOR THE FUTURE

Printed in Japan

問い合わせ先

トーヨーカネツ株式会社
コーポレート本部 経営企画部
TEL：03（5857）3333（代表）　FAX：03（5857）3170
E-MAIL：tkkreport@toyokanetsu.co.jp
URL：https://www.toyokanetsu.co.jp/




